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施策群１ 水道の運営基盤の強化 

 

 

 



主要施策１：新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

〔水道の広域化〕
○水道の広域化・統合の経緯 ----------------------------１－ 2
○ 広域的水道整備計画実施状況調査 ----------------------------１－４
○ 新たな水道広域化の概念図 ----------------------------１－ 6
○ 新広域化人口率 ----------------------------１－ 7
○ 水道広域化促進事業の補助対象事業費の考え方 ----------------------------１－ 8
○ 水道広域化に関係する各種手引きの作成 ----------------------------１－ 9
○ 水道事業者の広域化・統合等の取組事例 ----------------------------１－１２
○ 水道整備基本構想の留意事項 ----------------------------１－１４
○ 都道府県版地域水道ビジョンの策定状況 ----------------------------１－１５
○ 簡易水道・上水道・用水供給事業者数の推移 ----------------------------１－１９
○ 広域的な事業統合と市町村内の事業統合 ----------------------------１－２０
○ 事業統合以外の広域化について ----------------------------１－２２
○ 運営基盤強化のための水道事業規模 ----------------------------１－２３
○ 新広域化人口率について ----------------------------１－２5
○ まとめ ----------------------------１－２６

〔未普及の解消〕
○ 未普及地域の状況 ----------------------------１－２７
○ 給水カバー率、飲用井戸条例策定状況 ----------------------------１－２８
○ 佐賀県嬉野町における取組事例 ----------------------------１－２９
○ 「小規模水道の運営管理に関する調査」 ----------------------------１－３０
○ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律—１－３１
○ まとめ ----------------------------１－３２

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

• 水道法改正までの経緯（～S52）

 昭和32年 ： 水道法制定

 昭和41年 ： 公害審議会水道部会は、「水道の広域化方策と水道の経営特に経営方式に関する答申」を提出、

 広域化への基本的考え方を提示

 昭和42年 ： 水道広域化に対する補助制度開始

 昭和46年 ： 生活環境審議会水道部会は広域水道圏の実現化方策を含む「水道の未来像とそのアプローチ方

 策に関する中間答申」を提出

 昭和48年 ： 生活環境審議会は、新しい理念に即応した広域水道圏の設定を含む「水道の未来像とそのアプ

 ローチ方策に関する答申」を提出

 昭和52年 ： 水道法改正（広域的水道整備計画の位置付け）

• 近年の動き（水道ビジョン以前）
 昭和59年 ： 生活環境審議会答申(高普及時代を迎えた水道行政の今後の方策について)

→経営基盤の強化と維持管理体制の充実
 平成11年 ： 水道基本問題検討会→経営形態の多様化、財政支援
 平成13年 ： 水道法改正により、事業統合に際しての手続きの簡素化
 平成15年 ： 市町村合併に伴う水道事業統合の手引き
• 近年の動き（水道ビジョン以降）
 平成17年 ： 簡易水道の経営統合補助（遠方監視システム）（新たな水道広域化検討委員会立ち上げ）
 平成18年 ： 簡易水道再編推進事業の補助要件緩和（統合先の上水道事業の規模5万人未満を廃止）
 平成19年 ： 簡易水道国庫補助制度の見直し、簡易水道統合計画の作成（生活基盤近代化事業費の適用）
 平成19年 ： 簡易水道の固定資産台帳作成等に一般会計からの繰り入れ（交付税措置）
 平成20年 ： 事業統合を行う場合の「老朽管更新事業」「重要給水施設配水管」「石綿セメント管更新事業」の補助採択基準の緩和
 平成20年 ： 簡易水道等施設整備費補助における国庫補助制度の拡充（補助採択基準の緩和等）
 平成20年 ： 広域的水道整備計画及び水道整備基本構想を都道府県の作成する地域水道ビジョンに位置付けられる内容に見直す旨の通知
 ⇒「水道法の一部改正に伴う広域的水道整備計画等の策定について」の廃止

平成21年 ： 水道広域化促進事業費の創設
 平成21年 ： 簡易水道等施設整備費補助における国庫補助制度の拡充（補助採択基準の緩和等、簡易水道事業統合計画の策定期限の延長）

水道の広域化・統合の経緯

○水道の広域化は、昭和52年の水道法改正に盛り込まれた広域的水道整備計画に基づき、主に水道用水供給事業による一体的な施設によ
る広域化が進められ、運営基盤が強化されながら、安定した水源の確保や水の広域的な融通に大きな役割を果たしてきた。

水道ビジョンの記述

【経緯】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

• 平成に入り、広域水道の事業数は、ほぼ横ばいに推移していたが、近年、市町村合併等の影響で、企業団営の事業
が市町村営に変更になった事例もあることから、広域水道事業数としては、減少傾向を示す。

出典：水道統計

◎水需要バランスの安定化が図られる中、広域水道の数で見ると、昭和60年以降は大きな進展が見られない。
○また、同じ広域圏域にありながら、規模が小さく、財政的にも技術的にも十分な能力を有していない水道事業体が多く取り残されてい
るなど、従来の広域化の限界も見えてきている。

水道ビジョンの記述

企業団営水道事業者数
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平成の大合併（H11～H22）

【経緯】新広域化人口率100%

平成の大合併（H11～H22）
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

出典：「広域的水道整備計画実施状況調査」業務報告書（平成22年3月）

• 水道水源開発及び施設整備計画については、ほぼ計画通りに進捗しているものが多い。

○水道の広域化は、昭和52年の水道法改正に盛り込まれた広域的水道整備計画に基づき、主に水道用水供給事業による一体的な施設によ
る広域化が進められ、運営基盤が強化されながら、安定した水源の確保や水の広域的な融通に大きな役割を果たしてきた。

水道ビジョンの記述

水道水源開発計画※1の進捗状況(n=70) 施設整備計画※2の進捗状況(n=70)

水道水源開発計画が遅れている又は進んでいない理由(n=19､複数回答) 施設整備計画が遅れている又は進んでいない理由(n=36､複数回答)

※1)水道水源開発計画：ダム等の水源開発計画 ※2)施設整備計画：水道施設の改良や更新、再構築等

【経緯】新広域化人口率100%

運営基盤1-4



レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

• 施設管理計画が進んでいる理由としては、災害時等の応援等の相互協力の構築、集中管理・遠隔監視システムが導
入されたことが挙げられた。

• 水質検査登録機関の充実や検査料金の低下等により、外部委託が進んでいていることから、水質の共同検査等が遅
れている。

出典：「広域的水道整備計画実施状況調査」業務報告書（平成22年3月）

施設管理計画※1の進捗状況(n=70) 水質管理計画※2の進捗状況(n=70)

施設管理画が遅れている又は進んでいない理由(n=19､複数回答) 水質管理計画が遅れている又は進んでいない理由(n=29､複数回答)

※1)施設管理計画：水道施設の維持管理に関する事項（維持管理体制の
構築、非常時の情報交換や技術援助、資機材の共同備蓄等）

※2)水質管理計画：水質管理に関する事項（水質管理センターの設置、
水質管理の共同化等）

【経緯】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

広域的な
事業統合

（施設の一体化）

広域的な広域的な
事業統合事業統合

（施設の一体化）（施設の一体化）

経営の一体化経営の一体化経営の一体化

管理の一体化管理の一体化管理の一体化

施設の共同化
（水質試験センター、広域連絡管・緊急時連絡管等）

施設の共同化施設の共同化
（（水質試験センター、広域連絡管・緊急時連絡管等）水質試験センター、広域連絡管・緊急時連絡管等）

従来の広域化のイメージ

広域化の
イメージ概念を

広げることが必要

出典：水道ビジョン（平成16年6月、厚生労働省）

新たな水道広域化の概念図

地域の自然的社会的条件に応じて、施設の維持管理を相互委託や共同委託することによる管理面の広域化、原水水質の共同
監視、相互応援体制の整備や資材の行動備蓄など防災面からの広域化等、多様な形態の広域化を進める。

【経緯】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

【目標の達成状況】新広域化人口率100%

47都道府県の管内において、「営業業務」、「管路管理業務」、「巡
視点検業務」、「運転管理業務」、「水質検査業務」、「危機管理業
務」、「経営の一体化」、「料金徴収業務」、「その他」のいずれかの
業務について共同化を図っている水道事業が存在する都道府県数

出典：H18、H20厚生労働省健康局水道課調査、H22「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

表 共同化が図られている業務の内容

新広域化人口率（％）

業務の共同化が図られている水道事業が存在する都道府県数

新広域化人口率（％）＝A/B×100
A:水道用水供給事業から受水している上水道事業の給水人口及

び都県営または企業団営の上水道事業の給水人口の重複部
分を除いた合算値（人）

B：上水道事業の給水人口（人）

H16 H17 H18 H21

68.6％  68.8％  69.1％  68.5％  新広域化人口率

H17 H20 H22

44
業務の共同化が図られている

水道事業が存在する都道府県数
4527

回答件数 比率(%) 回答件数 比率(%) 回答件数 比率(%)

１　営業業務 8 5.2 107 10.6 67 7.1

２　管路管理業務 9 5.8 112 11.1 71 7.5

３　巡視点検業務 18 11.6 123 12.2 79 8.3

４　運転管理業務 21 13.5 139 13.8 85 8.9

５　水質検査業務 43 27.7 194 19.3 191 20.1

６　危機管理業務 45 29.0 215 21.4 295 31.1

７　経営の一体化 - - 95 9.4 75 7.9

８　料金徴収業務 - - - - 54 5.7

８　その他 11 7.1 22 2.2 33 3.5

合計 155 100.0 1,007 100.0 950 100.0

H22調査
内容

H17調査 H20調査
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

水道広域化促進事業の補助対象事業費の考え方

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

出典：「水道広域化検討の手引き」

水道広域化検討の手引きの構成と内容

都道府県の水道行政部局や水道事業者等が「地域水道ビジョン」などの各種計画を
策定する際、広域化について検討するために利用する案内書

≪目次構成≫
Ⅰ章 総論

Ⅱ章 水道広域化の検討方法

Ⅲ章 水道広域化の検討事例

Ⅳ章 水道広域化の導入手順
とフォローアップ

参考資料編

水道広域化の沿革、これまでの成果と課題。
新たな広域化の考え方や期待される効果を整理。

水道広域化の検討を行う場合の手順を示し、検討に当たって、問題
点や課題を把握する現状評価の方法、業務の共同化、経営の一体化、
事業統合の検討の視点とその内容を示す。
 総務関係  営業業務関係  建設・工務関係  災害対策
 経理関係  給水装置関係  維持管理関係  施設再構築

各業務（営業・管路管理・運転管理・水質管理・緊急用資材融通・
施設更新効率化）に係るモデルケースを設定し、以下の事項を例示。
 具体的な検討手順と計算例
 検討結果に対する評価例
 実施に当たっての留意事項

各種業務の共同化の実施体制と手続き、事業統合までの手続きと留
意点及び水道広域化導入後の評価や見直し等についての考え方を示
す。

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

事業統合検討の手引き
～水道版バランススコアカード（事業統合）の活用～

出典：「事業統合検討の手引き」

水道事業の関係者が、水道事業に関する課題解決の
ため、もしくは運営基盤強化のため事業統合を選択
し、事業統合の形態や効果を検討するための案内書

バランススコアカードの基本構造

事業統合の戦略マップの例

経営管理手法のバランスコアカードの考えを導入

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

その他水道事業の運営基盤に関する調査

①小規模水道の運営管理に関する検討調査（H18）

②小規模水道の広域的な運営管理と危機管理対策に関する調査（H19）

③運営基盤強化のための水道事業規模に係る基礎調査（H19）

④運営基盤強化のための水道事業規模に係る検討調査（H20）

⑤運営基盤強化のための事業統合調査（H21）

⑥水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き（H21）

小規模水道における施設管理業務の共同化、遠隔システムの導入等による業務の効率化について、モ
デル地域において検討

①の調査に引き続き、広域的管理における危機管理対策や民間委託の際の留意点等について検討

水道事業における各種業務の実施レベルと事業規模（給水人口、職員数）との相関関係について、事
業体へのアンケート結果を中心に検討

業務指標（PI）等を利用し、モデル地域における事業統合の効果を検証

④に調査に引き続き、PI等を活用し統合の効果を明確に示す手法を検討

事業体におけるアセットマネジメントの実践について解説。アセットマネジメントに基づく中長期の
更新需要・財政収支見通しは、広域化の検討に重要なデータとなる。

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

都道府県・水道事業者の広域化・統合等の取組事例

都道府県の
推進方策

水道事業者の
取組み

神奈川県
神奈川県企業庁、横浜市水道局、川崎市水道局、横須賀市上下水道局及び神奈川県内広域水道企業団は、
平成19年11月の「今後の水道事業のあり方を考える懇話会」からの提言を受け、水道施設の共通化・広域
化等を検討する「神奈川県内水道事業検討委員会」を設置し、５事業者の共通認識となる構想をまとめた

神奈川県

「これからの千葉県内水道について〔提言〕」を取りまとめ、平成19年2月8日、県内水道経営検討委員会委
員長から知事へ提言を提出。提言を踏まえ、「九十九里地域・南房総地域の水道用水供給事業体と県営水道
の統合の考え方」「県内水道の統合・広域化の当面の考え方」を提示し、平成22年3月29日に各市町村等を
対象に説明会を開催

千葉県

「埼玉県水道整備基本構想」（平成23年3月改訂）で、広域化の段階的な推進を図るため、埼央広域水道圏
を11ブロックに細分化し、各広域化方策に取り組んでいくこととを位置づけている

埼玉県

淡路広域
水道企業団 平成22年4月に淡路広域水道企業団（用水供給）と淡路市、洲本市、南あわじ市が事業統合

平成23年3月18日の「香川県民の方々への水道サービス水準を確保・向上するために、離島を含めた県内全
域を対象とした県内一水道とすることが理想の形態である」との提言を受けて、県内水道事業の統合・広域
化を推進している

香川県

宗像地区
事務組合 平成22年4月に宗像地区事務組合（用水供給）と宗像市と福津市が事業統合

岩手中部
広域水道
企業団

広域化の必要性、有用性について水源を含めた施設面、財務・経営面での検証を行い、平成26年度の企業団
および構成市町の統合後の姿を概括的に明らかにするため、平成24年度から平成36年度までを期間とする岩
手中部水道広域化基本構想を平成23年3月策定
（岩手中部広域水道企業団(用水供給)、北上市、花巻市、紫波町の事業統合）

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

岩手中部広域水道企業団 （Ｈ２６年度統合予定）

出典：「岩手中部水道広域化基
本構想」（平成23年3月）

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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構想について、現状分析、評価、将来像の設定、目標の設定、実現方策の検討と
いった地域水道ビジョンに記載すべき事項を追加するなど都道府県の作成する地域
水道ビジョンと位置づけられる内容に見直すこととし、計画についても構想の視点
を取り入れ検討することが望ましいこととした。

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

「広域的水道整備計画及び水道整備基本構想について」
（平成20年7月29日健水発第0729002号水道課長通知）

≪留意事項に関する主な追記事項≫

・計画的について、当該地域の自然的社会的条件の変化に合わせ適切に見直すべきものであり、５～
１０年を目途に見直し、修正を行うことを追記

・計画について、本通知３にしめす構想に関する事項の視点も取り入れたうえで、計画内容を定める
ことを追記

・構想について、５～１０年を目途に定期的に実施状況を確認するとともに、進捗に課題が生じた場
合は、適宜見直しを行うことを追記

・構想について、現状分析、評価、将来像の設定、目標の設定、実現方策の検討に関することを追記

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

都道府県水道行政主管部（局）による地域水道ビジョンの策定状況

【施策の取組状況】新広域化人口率100%

大阪府水道整備基本構想
おおさか水道ビジョン【案】

（策定中）

広島県水道整備基本構想
広島県水道ビジョン

ながさき21水ビジョン

県域水道ビジョン

福島県水道整備基本構想2005
くらしの水ビジョン

岩手県水道整備基本構想
いわて水道ビジョン

北海道水道ビジョン

秋田県水道整備基本構想
（秋田県版地域水道ビジョン）

埼玉県水道整備基本構想
埼玉県水道ビジョン

平成24年2月現在（HP等で確認)
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

都道府県水道行政主管部（局）による地域水道ビジョンの策定状況

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」（策定済みのものはHP等で確認して情報を更新した。）

【施策の取組状況】新広域化人口率100%

番号 都道府県 策定状況 策定年度 策定しない理由 備考

1 北海道 策定済み 平成22年度 北海道水道ビジョン（平成23年3月）

2 青森県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

3 岩手県 策定済み 平成21年度
岩手県水道整備基本構想
いわて水道ビジョン（平成22年3月）

4 宮城県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

5 秋田県 策定済み 平成20年度
秋田県水道整備基本構想（秋田県版地域
水道ビジョン）（平成20年9月）

6 山形県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

7 福島県 策定済み 平成17年度
福島県水道整備基本構想2005
くらしの水ビジョン（平成18年3月）

8 茨城県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

9 栃木県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

10 群馬県 検討中 平成26年度

11 埼玉県 策定済み 平成22年度
埼玉県水道整備基本構想
埼玉県水道ビジョン（平成23年3月）

12 千葉県 検討中

13 東京都 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

14 神奈川県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

15 新潟県 検討中 平成24年度

16 富山県 策定しない

地域水道ビジョンは各水道事業者自らが、自らの事業について示すのが本来の主旨で

あることから、県内水道事業者の地域水道ビジョンの策定が進んでいない現時点では
県版地域水道ビジョンの策定は行わない。

17 石川県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

18 福井県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

19 山梨県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

20 長野県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

21 岐阜県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

22 静岡県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

23 愛知県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

24 三重県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

25 滋賀県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

26 京都府 検討中 平成27年度以降（未定を含む）
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

都道府県水道行政主管部（局）による地域水道ビジョンの策定状況

【施策の取組状況】新広域化人口率100%

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」（策定済みのものはHP等で確認して情報を更新した。）

番号 都道府県 策定状況 策定年度 策定しない理由 備考

27 大阪府 策定中 平成23年度
大阪府水道整備基本構想

（おおさか水道ビジョン）【案】
28 兵庫県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

29 奈良県 策定済み 平成23年度 県域水道ビジョン（平成23年12月）

30 和歌山県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

31 鳥取県 策定しない 各水道事業者が必要に応じて作成すべきものと考える。

32 島根県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

33 岡山県 策定しない

地域水道ビジョンは、各水道事業者等自らが、地域の実情を踏まえ、事業の現状と将
来見通しを分析・評価した上で、目指すべき将来像を描き、その実現のための方策等を
示すものであると考えており、本県では、現時点において、都道府県版地域水道ビジョ

ンの策定は考えていない。

34 広島県 策定済み 平成22年度
広島県水道整備基本構想

広島県水道ビジョン（平成23年3月）
35 山口県 検討中 平成23年度

36 徳島県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

37 香川県 検討中 平成25年度

38 愛媛県 検討中 平成24年度

39 高知県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

40 福岡県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

41 佐賀県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

42 長崎県 策定済み 平成22年度 ながさき21水ビジョン（平成23年6月）

43 熊本県 検討中 平成24年度

44 大分県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

45 宮崎県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

46 鹿児島県 検討中 平成27年度以降（未定を含む）

47 沖縄県 検討中 平成23年度

策定済み 8件 

策定中 1件 

検討中 35件 

策定しない 3件 
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

埼玉県水道整備基本構想における広域化方策

出典：「埼玉県水道整備基本構想 ～埼玉県水道ビジョン～」（平成23年3月改訂）

本構想は、『安心快適な給水の確保』 『災害対策等の充実』 『経営基盤の強化・県民サービスの向上』 『環境・
エネルギー対策の強化』 『国際貢献』 などを目標として掲げ、平成４２年度を目標とし、長期的展望に立った水
道のあるべき姿の方向を明らかにしたもの
広域化の段階的な推進を図るため、埼央広域水道圏を１１ブロックに細分化し、各広域化方策に取り組んでいくこ
ととしている

水道広域化実現実施検討部会（仮称）の設置

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

出典：水道統計

簡易水道・上水道・用水供給事業者数の推移

市町村合併により、水道事業者数が減少 → 事業規模が拡大し、実質的に広域化が進展

簡易水道事業者数の推移
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【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

広域的な事業統合と市町村内の事業統合について

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

予定している
29件
1.9％

未回答
7件

0.5％
検討している

150件
10.0％

予定なし
1,319件
87.6％

広域的な事業統合
（回答総数N=1,505)

未回答
83件
 5.5％

 該当なし
（市町村内
に他の水道
事業等が

ない）
426件
28.3％

予定なし
342件
22.7％

検討し
ている
　113件
　7.5％

予定している
541件
35.9％

市町村内の事業統合
（回答総数N=1,505)

予定している
541件
35.9％

検討し
ている
　113件
　7.5％

予定なし
342件
22.7％

 該当なし
（市町村内
に他の水道
事業等が

ない）
426件
28.3％

未回答
83件
 5.5％

市町村内の事業統合
（回答総数N=1,505)

広域的な事業統合 ：市町村を超えた統合、用水供給事業と水道事業との統合
市町村内の事業統合：水道事業の統合、簡易水道等小規模水道の統合

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

広域化が進まない要因

出典：「水道の安全保障に関する検討会報告書」平成21年3月 社団法人日本水道協会

広域化
が必要
である

 59％

広域化
の必要
はない
41％

広域化の
必要性

広域化
の検討

をして
いる
 28％

広域化
の検討
をして

いない
72％

広域化の
検討状況

6割近くの事
業体が広域
化の必要性
を感じると回
答している
が、実際に
広域化の検
討を行って
いる事業体
は3割弱で
あり、実際
の切迫感は
大きくない。

■ 現状では水道事業体自身の広域化推進への動機付けが弱い。

■ 中小規模水道事業体には、広域化検討の足掛りを与える調製役や具体的な手立

ての明示および検討に際しての支援措置等の整備が必要である。

広域化の必要性に関する水道事業体の認識 水道事業体が想定する阻害要因

84.3

59.7

42.7

28.8

23.3

0 20 40 60 80 100

料金格差

財政状況の格差

施設整備水準の格差

職員の処遇

水道使用者・議会の理解

（％）

■ 広域化にあたっては料金格差が最も大きな課題となっている。

広域化推進のリーダーシップ

その他
30％

都道府県
10％

中核となっ
た規模の
大きい水
道事業体

60％

先行事例の約7割で、広域化対象事
業体の中で最も規模が大きく、運営
基盤の安定した水道事業体あるいは
水道用水供給事業体（垂直統合の
ケース）が率先してリーダーシップを
発揮し、主体となって広域化を実現し
ている。（市町村合併型も同様）

＜広域化推進を阻む大きな要因＞

リーダーシップの欠如、事業体間に格差等の存
在により、水道事業体自身が広域化検討の契
機をとらえることができない状況にあることや、
推進に向けた動機付けが弱いことがあげられる。

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

事業統合以外の広域化について

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

事業統合以外の広域化について
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(118件,7.8%)

②管路管理業務
(115件,7.6%)

③巡視点検業務
(124件,8.2%)

④運転管理業務
(137件,9.1%)

⑤水質検査業務
(245件,16.3%)

⑥危機管理業務
(360件,23.9%)

⑦料金徴収業務
(119件,7.9%)

⑧経営の一体化
(106件,7.0%)

⑨その他
(56件,3.7%)

（％）

実施済 実施の予定 実施を検討（回答総数N=1,505）

未回答
60件
4.0％

業務の共同化
の実現は難しい
と考えており、
検討するつもり

はない
166件
11.0％

既に業務の共同
化を実施してい
るが、今後も積
極的に検討・実

施したい
41件
2.7％

積極的に検討
し、効果があれ
ば業務の共同
化を実施してみ

たい
219件
14.6％

その他
95件
6.3％

現状に問題がな
いので検討する

必要はない
129件
8.6％

特に考えていな
い

795件
52.8％

近隣事業体や
水道用水供給事業と

業務の共同化について

今後の取り組み方
（回答総数N=1,505)

【施策の取組状況】新広域化人口率100%

運営基盤1-22



出典：厚生労働省健康局水道課

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

運営基盤強化のための水道事業規模

 立入検査の指摘件数（主に技術基盤に関連）は明らかに事業規模により違いが見受けられる
 技術基盤及び経営基盤を構成する指標値と事業規模の関連を明確にする必要性あり
 既存統計資料や立ち入り検査結果をもとに整理・分析し、さらに、既存資料で把握できない事項を抽出

し、アンケート調査によって現状を把握する
 他業種における事業運営に関する考え方や評価手法も参照する

事業者の規模別立入検査指摘件数（Ｈ２１年度分）

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

【定 義】

累積欠損金比率は、水道事業体の経営状況が健全な状態にあるかどうか
を、累積欠損金の有無により把握しようとするもので、営業収益（受託工事
収益を除く）に対する累積欠損金の割合をいう。事業の経営状況の健全性
を示す指標のひとつで、累積欠損金が発生している以上、その企業の経営
はすでに健全なものとはいえないが、経営の悪化の状況を知ることができる。

【意 味】

規 模 別 分 布 図

分子 上水＋用水
分母 上水

累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／ （営業収益－受託工事収益）×100

サンプル数

上水 1,344 ／1,346
用水 68 ／79

・累積欠損金比率

技術職員率（％）＝技術職員総数／全職員数×100

【定 義】

技術の継承の必要性がいわれているが、技術職が少なく
なっているのが現状である。この率が低くなることは、水道
事業体として直営での施設の維持管理が難しくなることに
つながる。

【意 味】

規 模 別 分 布 図

分子 上水＋用水
分母 上水＋用水

サンプル数

上水 1,560 ／1,602
用水 94 ／102

・技術職員率
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出典：地方公営企業年鑑（平成21年度） 出典：水道統計（平成21年度）
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サンプル数

上水 1,427 ／1,461
用水 92 ／101

サンプル数

上水 1,289 ／1,289
用水 69 ／69

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

新広域化人口率の定義について

 新広域化人口率の実態は従来の広域化の概念（施設統合）に基づく指標値となっており、新たな水
道広域化に該当する事業を実施している事業体の給水人口が組み込まれていない。

 市町村統合に伴う複数水道の事業統合が新広域化人口率に反映されず、また、用水供給事業体の給
水区域が合併後の市町村行政区域と一致したことから一つの水道事業体となった場合など、（実際
は事業統合しているのに）新広域化人口率は下がるという矛盾が生じる。

 都市部の大規模水道（例えば、名古屋市、大阪市など）は、実質的に広域水道であるといえるが、
水源が自己水のみの場合、新広域化人口率に反映されない。

（例えば、名古屋市や北九州市は行政区域外も認可をとり給水している。）

a市上水道

b市上水道

c町上水道d町
上水道

新市 上水道

Ｅ広域水道企業団

市町村合併

Ｅ広域水道企業団の解散
→新広域化給水人口がゼロに

市町村合併と事業統合、新広域化人口率の算出

新広域化給水人口(人)

上水道事業の給水人口(人)
×100(%)

新広域化人口：水道用水供給事業から受水している上水道事業の給水人口及び
都県営又は企業団営の上水道事業の給水人口の重複部分を除いた合算値（人）

【施策の取組状況】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

まとめ

市町村合併や簡易水道事業統合等により、水道事業の統合は進んでいる。
事業統合以外の広域化については、危機管理業務、水質検査業務で実施が
進んでいる。

水道広域化を促進するため、統合のインセンティブを与えた水道広域化促進
事業費が補助事業として創設された。
「水道広域化の手引き」、「事業統合検討の手引き」等の運営基盤に関する調
査報告書がまとまめられた。

水道整備基本構想については、都道府県版の地域水道ビジョンとして内容を
見直すこととなった。(現時点での策定状況は8件）

今後、市町村内での事業統合（水道事業の統合、簡易水道事業等の小規模
水道の統合）は全事業の4割程度進んでいくことが予想されるが、広域的な
事業統合（市町村を超えた統合、用水供給事業と水道事業との統合）まで推
進するのは全体の10％程度である。

広域化の阻害要因としては、リーダーシップの欠如、事業体間の格差（料金
や財政状況等）であり、水道事業体自身でのきっかけや動機付けが弱いこと
があげられる。

【まとめ】新広域化人口率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

○同一市町村内であっても、市街地から離れた地域では、小規模な水道施設に依存し、量的にも質的にも十分な給水サービ
スが受けられない人口が存在している。その解決策として、同一市町村の水道を施設面・経営面で統合・一体化すること
が望まれ、市町村の合併等を契機とした簡易水道事業等の統廃合が進められている。

水道ビジョンの記述

未普及地域の状況

出典：「平成22年度水道施設設置状況等基礎調査（水道未普及地域実態調査）報告書」

平成22年　水道の未普及人口
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 飲料水供給施設給水人口  自家用井戸等給水人口  計画給水区域内の未給水人口

水道の未普及人口 H22
 飲料水供給施設給水人口 219,740
 自家用井戸等給水人口 1,519,751
 計画給水区域内の未給水人口 1,405,663

合計 3,145,154
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 計画給水区域内の未給水人口
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 飲料水供給施設給水人口

【目標の達成状況】給水カバー率100%
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H18.4現在

厚労省ｱﾝｹｰﾄ
全施設
30人以上
50人以上
その他

業務用井戸＋
10世帯以上

50人以上＋
賃貸住宅

50人以上or10
世帯以上

+食品営業施設

H18.4現在

厚労省ｱﾝｹｰﾄ
全施設
30人以上
50人以上
その他

H18.4現在

厚労省ｱﾝｹｰﾄ
全施設
30人以上
50人以上
その他

H18.4現在

厚労省ｱﾝｹｰﾄ
全施設
30人以上
50人以上
その他

業務用井戸＋
10世帯以上

50人以上＋
賃貸住宅

50人以上or10
世帯以上

+食品営業施設

レビュー（水道の運営基盤の強化）

－目標の達成状況ー【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

出典：厚生労働省健康局水道課

（給水人口+飲料水供給施設における給水人口）(人)

総人口(人)
×100(%)

• 今後は水道事業者が法適用外の小規模水道などの技術的管理を行っている人口を的確に把握することが課題。

保健所設置市の対象施
設が都道府県と同等の場
合、プロットを省略した。

○貯水槽水道
・水道事業者：供給規程上で貯水槽水道

設置者の責任の明確化。
・自治体：小規模貯水槽水道については、

条例・要綱に基づく指導
（都道府県数では、３７）

○飲用井戸等（小規模飲料水供給施設含む）
・水道事業者：→（事例）拠点給水型事業
・自治体：比較的規模の大きい井戸等を中心

に条例・要綱に基づく指導
（都道府県数では３８）

飲用井戸条例等制定状況（平成22年4月時点）

給水人口及び水道事業者が給水区域内外の法適用外の小規模水
道などの技術的管理をソフト統合によりカバーしている人口の割合

給水カバー率（％）

H17 H21

97.4％  97.7％  給水カバー率

【目標の達成状況】給水カバー率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

－目標の達成状況ー【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

佐賀県嬉野町における取組事例（拠点給水型事業）

出典：小規模未規制水道等実態調査報告書（平成17年、水道技術研究ｾﾝﾀｰ）

嬉野町陣野地区（当時、給水区域内水道未給水地域）では、平成１３年５月、地下水水質検査
により硝酸態窒素が基準値を超過していることが確認されたことから、同年１０月に清水浄水場
入口に蛇口を設置し、陣野地区の住民が水道水をポリタンクで注入できるシステムを構築し、水
道管が布設される平成１７年１２月まで、拠点給水型事業が実施された。

【施策の取組状況】給水カバー率100%

運営基盤1-29



H18調査で報告された課題等の再度検討、
共同管理を行う場合の危機管理対策の追加
検討

小規模水道事業体では個別で水道施設の
運転管理・維持管理を行うよりも、共同管
理を実施することにより技術・維持管理レ
ベルの向上が図れることや事故発生時の人
員確保等の危機管理対策についても非常に
有効であることが確認

多くの簡易水道事業体を抱える青森県、
新潟県及び兵庫県の中の一部地域をそれ
ぞれモデル地域として選定

事業体の枠にとらわれない広域的な共
同管理を行った場合において、遠隔監視
システムの導入や民間委託も視野に入れ、
効率的な施設の運転管理・維持管理方法
及び必要経費等について検討

遠隔監視システムの導入により施設点
検時間と維持管理費用の縮減効果が得ら
れることが確認

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

小規模水道の運営管理に関する検討調査

小規模水道の運営管理に
関する検討調査（H18）

小規模水道の広域的な運営管理と
危機管理対策に関する調査（H19）

参考資料：水道施設の共同管理に関する企
画書書式例と記入要領

共同管理の導入を検討している
事業体の参考となる案内書

【施策の取組状況】給水カバー率100%
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

専用水道及び簡易専用水道に係る権限の移譲

飲用井戸等衛生対策要領の改正

飲用に供する井戸等及び水道法等の規制対象とならない水道の衛生対策についても
全て市が実施

●簡易専用水道の給水停止命令、報告徴収、立入検査
都道府県知事並びに保健所設置市及び特別区の長が処理している専用水道の給

水開始の届出受理等及び簡易専用水道の給水停止命令、報告徴収、立入検査の事
務について、都道府県知事が実施している事務をすべての市へ移譲する。

（基礎自治体の実態把握を行った上で、移譲に向けた具体的対応策を年内に得られ
た場合には、権限移譲を行うもの）
●専用水道の給水開始の届出受理等[すべての市へ移譲]

【施策の取組状況】給水カバー率100%

運営基盤1-31



レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策１】新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた
水供給システムの構築

まとめ

上水道、簡易水道、飲料水供給施設等の中小規模水道の維持管理強化に
向けた共同管理手法の検討を行い、その成果がまとめられた。

水道法規制対象外の小規模な施設（飲用井戸等）では、水質検査の
受検率が低く、検査受検施設では、水質基準超過がみられる。
専用水道の給水開始の届出受理及び簡易専用水道の供給停止命令、報告
徴収、立入検査の事務をすべての市へ移譲

飲用井戸等衛生対策要領の改正により、未規制の水道の衛生対策は市が
実施

【まとめ】給水カバー率100%

運営基盤1-32



主要施策２：最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

〔運営形態の最適化〕
○ 運営形態の多様化 ----------------------------２－2
○ 水道事業の連携形態 ----------------------------２－3
○ 第三者委託制度の概要と実施状況 ----------------------------２－5
○ ＰＦＩ法の改正と導入状況 ----------------------------２－7
○ 指定管理者制度 ----------------------------２－１３
○ 業務委託の実施状況 ----------------------------２－１６
○ 多様な運営形態の選択に資する各種手引きの策定 ----------------------------２－１７
○ 水道事業者等に対する指導監督の充実 ----------------------------２－２２
○ 都道府県による水道事業者への指導・監督状況 ----------------------------２－２３
○ 水道事業評価に関する調査状況 ----------------------------２－２６
○ 業務指標及び地域水道ビジョンの策定状況 ----------------------------２－３０
○ まとめ ----------------------------２－３２

〔技術者の確保〕
○ 技術職員数、年齢構成、平均勤続年数 ----------------------------２－３３
○ 職員１人当たりの指標 ----------------------------２－４１
○ 職員以外の技術者数、水道技術に関する有資格者数等 ----------------------------２－４３
○ 水道技術の継承のための取組み ----------------------------２－４６
○ 技術者の育成・確保 ----------------------------２－４７
○ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律 --２－４８
○ 給水装置工事事業者の指定制度の実施状況 ----------------------------２－４９
○ 職員数等の今後3年間の計画 ----------------------------２－５０
○ 今後の業務遂行の可否 ----------------------------２－５１
○ まとめ ----------------------------２－５３

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

運営基盤2-1



レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

【民間的経営手法の活用に関する主な動き】
・ 平成14年12月 総合規制改革会議「第2次答申」

「地方公営企業が経営する水道事業については、可能な場合には地方公共団体の判断により、で
きる限り民営化、民間への事業譲渡、民間委託を図るべき」

・ 平成16年4月 総務省通知「地方公営企業の経営の総点検について」
「地方公営企業の形態によるサービス供給の必要性があるとしても、民間的経営手法を導入し経
営の効率化・活性化を図る余地がないか」について、改めて総点検するよう要請。

・ 平成16年6月 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」
「地方公営企業の民営化・民間譲渡・民間委託といった地方行政改革の推進が必要」

・ 平成19年10月 「公共サービス改革基本方針」改定
「水道事業者等である各地方公共団体の判断に基づく包括的な民間委託が円滑かつ適切に推進さ
れるよう､(中略）措置を講じる。」

【民間の活力を活用できる新たな経営手法に関する制度改正等】
・ 平成11年 ＰＦＩ法の施行
・ 平成14年 水道法の改正による第三者委託制度の施行
・ 平成15年 地方自治法の改正による公の施設の指定管理者制度の創設
・ 平成16年 地方独立行政法人法の施行
・ 平成18年 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律の施行 等
・ 平成23年 ＰＦＩ法の改正

今日、規制緩和や民間的経営手法の活用が求められるようになってきており、平成13年の水道法改正により、浄水場の管
理委託等において水道法に基づく第三者委託の活用も進められている。また、地方自治制度においても、地方独立行政法人
による水道運営が可能になるとともに、公の施設に係る指定管理者制度も導入されるなど制度の見直しが行われている。

運営形態の多様化

水道ビジョンの記述

【経緯】第三者委託の推進

運営基盤2-2



レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

個別委託

水道事業の連携形態

第三者委託

ＤＢＯ

出典：「民間活用を含む水道事業の連携携帯に係る比較検討の手引き」

【経緯】第三者委託の推進

運営基盤2-3



レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

公設民営

水道事業の連携形態

完全民営

ＰＦＩ

出典：「民間活用を含む水道事業の連携携帯に係る比較検討の手引き」

【経緯】第三者委託の推進

運営基盤2-4



レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

水道事業者の多くが中小規模であるため、運営基盤
が弱く、少数の職員で広範囲な 分野を担当すること
が多く、水質等の新たな課題に対し、適切に対処する
ことが困難。

このため、浄水場の運転管理等技術上の業務を技
術的に信頼できる民間事業者や 他の地方公共団体と

いった第三者に水道法上の責任を含め委託できる制
度が平成14年4月に施行された。

この第三者委託の活用により水道事業における運
営基盤の強化に資することが期待されている。

第三者委託制度の概要

【目標の達成状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

第三者委託届出件数

出典：厚生労働省健康局水道課

レビュー（水道の運営基盤の強化）

水道法に基づき､水道の管理に関する技術上の業務を委託している全国の上水道事業､水道用水供給事業､簡易水道事業及び専用水道の総数

・第三者委託の届出件数は年々増加。
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【目標の達成状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

ＰＦＩ法の改正

【目標の達成状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

①ＢＯＯ（Build Operate Own）

民による施
設の整備

民による運
営管理

契約期間
終了

民による施
設の撤去

※民間事業者が施設を整備した後、管理運営を行い、契約期間終了後に民間事業者が施設を保有し続けるか、撤去する方式。

※民間事業者が施設を整備した後、管理運営を行い、契約期間終了後に所有権を水道事業者に譲渡する方式。

民による施
設の整備

民による
運営管理

契約期間
終了

施設を水道事
業者の資産に
する

民による施
設の整備

民による運
営管理

契約期間
終了

施設を水道事業
者の資産にする

※民間事業者が施設を整備した後、施設の所有権を水道事業者に譲渡するが、管理運営は民間事業者が行う方式。

②ＢＯＴ（Build Operate Transfer）

③ＢＴＯ（Build Transfer Operate）

ＰＦＩの事業方式

【目標の達成状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

ＰＦＩ導入件数（契約締結件数）（累計）

出典：厚生労働省健康局水道課

レビュー（水道の運営基盤の強化）

ＰＦＩを導入した全国の上水道事業､水道用水供給事業､簡易水道事業及び専用水道の総数

・ＰＦＩについては、大規模な水道事業者を中心に導入に関する取組が進められている。
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【目標の達成状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

水道事業におけるＰＦＩ・ＤＢＯの導入状況 ①

ＤＢＯ事業は、ＰＦＩ方式に準じて手続きが行われたものを掲載。
出典：各水道事業体ホームページより 実施方針、特定事業の選定、事業者選定結果等より抜粋

事業体名称 東京都水道局 東京都水道局 神奈川県企業庁

対象浄水場 金町浄水場 朝霞・三園浄水場 寒川浄水場
電力供給 電力及び蒸気供給 脱水ケーキの再生利用

及び蒸気供給 次亜塩素酸ナトリウム供給
発生土の有効利用

事業類型 サービス購入型 サービス購入型 サービス購入型
事業方式 PFI（BOO）方式 PFI（BOO）方式 PFI（BTO）方式

契約締結日 H11.10.18 H13.10.18 H15.12.26
運用期間 20年間 20年間 20年間
運用開始 H12～ H16～ H18～

入札予定価格
（又は契約額） （約253億円） （約539.4億円）

約172.2億円
（149.7億円）

事業体名称 埼玉県企業局 千葉県水道局 松山市公営企業局

対象浄水場 大久保浄水場 ちば野菊の里浄水場 かきつばた浄水場・高井神田浄水場

発生土の有効利用 発生土の有効利用 膜ろ過施設の設計・施工・運転

電源供給
事業類型 サービス購入型 サービス購入型 －
事業方式 PFI（BTO）方式 PFI（BTO）方式 DBO方式

契約締結日 H16.12.24 H17.3.25 H17.12.22
運用期間 20年間 20年間 15年間
運用開始 H20～ H19～ H20～

入札予定価格
（又は契約額）

約363億円
（約242億円）

約133億円
（　89.4億円）

約88.3億円
（約54億円）

事業内容

事業内容

【目標の達成状況】第三者委託の推進
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

ＤＢＯ事業は、ＰＦＩ方式に準じて手続きが行われたものを掲載。
出典：各水道事業体ホームページより 実施方針、特定事業の選定、事業者選定結果等より抜粋

事業体名称 愛知県企業庁 横浜市水道局 大牟田市企業局・荒尾市水道局

対象浄水場 知多浄水場始め4浄水場 川井浄水場再整備 大牟田・荒尾共同浄水場
脱水ケーキの再生利用 膜ろ過施設の設計・施工・運転 共同浄水場の設計・施工・維持管理

発生汚泥の有効利用

事業類型 サービス購入型 サービス購入型 －
事業方式 PFI（BTO）方式 PFI（BTO）方式 DBO方式

契約締結日 H18.2.22 H21.2.27 H21.6.5
運用期間 20年間 20年間 18年間
運用開始 H18～ H26～ H24～

入札予定価格
（又は契約額）

約97億円
（94.9億円）

265.3億円
（265.3億円）

88.2億円
（約79.9億円）

事業体名称 千葉県水道局 佐世保市水道局 愛知県企業庁

対象浄水場 北総浄水場 北部浄水場（仮称） 豊田浄水場始め６浄水場
排水処理施設の更新・維持・運転 膜ろ過浄水場の設計・建設 脱水処理施設等、天日乾燥床

発生土の再利用 及び維持管理 の運営・維持管理（5浄水場）
ｹｰｷﾔｰﾄﾞの設計・建設（1浄水場）

事業類型 サービス購入型 ― サービス購入型
事業方式 PFI（BTO）方式 DBO方式 PFI（BTO）方式
契約締結日 H22.3.19 H22.9.1 H23.3.8
運用期間 20年間 15年間 20年間
運用開始 H23～ H27.4 H23.4

入札予定価格 約76億円
約98.3億円

（約92.5億円）
約139億円

(約138億円）

事業内容

事業内容

水道事業におけるＰＦＩ・ＤＢＯの導入状況 ②

【目標の達成状況】第三者委託の推進
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

ＤＢＯ事業は、ＰＦＩ方式に準じて手続きが行われたものを掲載。
出典：各水道事業体ホームページより 実施方針、特定事業の選定、事業者選定結果等より抜粋

事業体名称 夕張市水道事業 紫波町上水道事業

対象浄水場 旭町浄水場・清水沢浄水場 紫波町赤沢水源ろ過施設
旭町浄水場更新・清水沢浄水場改修 膜ろ過施設の設計・施工・維持管理

場外系計装設備更新整備、運転管理

事業類型 サービス購入型 ―
事業方式 PFI（BTO）方式 DBO方式

契約締結日 Ｈ24.3予定 H19.4.27
運用期間 20年間 5年
運用開始 H24～ H19～

入札予定価格
（又は契約額）

約49億円 約1.3億円

事業体名称

対象浄水場

事業類型
事業方式
契約締結日
運用期間
運用開始

入札予定価格

事業内容

事業内容

水道事業におけるＰＦＩ・ＤＢＯの導入状況 ③

【目標の達成状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

平成15年には、地方自治法の一部が改正され、「公の施設」の管理について指定管理者制度等が導入され
た（第244条第２項）。

地方公共団体が運営する水道事業等の水道施設等は、地方自治法上、「公の施設」に該当する。

従来、「公の施設」についてその管理を委託しようとする場合、委託先は第三セクターなどの地方公共団体
の出資法人や公共団体に限られていたが、これを改め、地方公共団体の指定を受けた公的団体や民間事業
者等が「指定管理者」として管理を代行できることとなった。

また、この「公の施設」の利用に関する料金については、当該指定管理者の収入として収受させることがで
きるとされている。

地方自治法の改正による公の施設の指定管理者制度

国の独立行政法人制度の根本的理念を地方自治に活かすことを目指し、平成15年に地方独立行政法人
法が成立した。平成16年度より地方独立行政法人の新設あるいは移行が可能となった。

地方独立行政法人は、住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等、公共上の見地からその地域にお
いて確実に実施されることが必要な事務及び事業を行わせる目的をもって地方公共団体が設立する法人で
あって、大学や、水道事業（簡易水道事業を除く）や工業用水道事業等を経営するものをいう。

地方独立行政法人制度

【目標の達成状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

○業務名
岐阜県高山市水道事業・岩滝簡易水道事業及び高山市簡易水道事業等施設の管理業務委託

○対象施設
高山市水道事業 上野浄水場（26,400m3/日）、鶴巣浄水場（2,634m3/日）、

その他 取水、導水、浄水、送水、配水施設等
高山市簡易水道事業 簡易水道48事業に係る取水、導水、浄水、送水、配水施設等

○業務の対象範囲
水源施設、浄水施設及び配水施設等の維持管理

○委託期間
平成18年4月1日から平成21年3月31日まで（3ヵ年）

○実施事業者
株式会社 高山管設備グループ

出典：水道事業における民間的経営手法の導入に関する調査報告書（平成18年3月、日本水道協会）

指定管理者制度の事例

○業務名
秋田工業用水道

○業務の対象範囲
浄水場・管路等の運転管理等

○委託期間
平成22年4月1日から平成27年3月31日（5ヵ年）

○実施事業者
羽後設備(株)・(株)ジャパンウォーターの共同企業体

【目標の達成状況】第三者委託の推進
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

指定管理者制度 広島県企業局の検討事例

「公民共同企業体」を活用した県民視点に立つ広島県営水
道事業の今後の展開に向けて

公民共同企業体とは、公と民の連携によって水道事業が直
面する課題を克服するとともに、県及び市町の持続可能な
水道事業の実現に貢献し、水ビジネスを通じて県内経済の
活性化に寄与することを目的

設立当初においては、指定管理者制度を活用しながら、広
島県営水道事業の運営を行い、市町の水道事業の業務の受
託を進め、一元的管理を目指すもの

水道事業における民間的経営手法の導入による広島県営水
道の経営改革であるとともに、新たな広域化手法として市
町の広域化の受け皿となることによって、広域化を推進す
る核として機能する組織の設立を意味する

将来的には海外水ビジネスへの参入可能性も視野に入れた
組織

事業計画：平成24年度～平成29年度

出典：公民共同企業体設立計画 平成23年11月 公民共同企業体設立準備検討会

【目標の達成状況】第三者委託の推進
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0箇所
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38.3%

1箇所
656件
43.6％

2箇所
135件
9.0％

3箇所
56件、3.7％

4,5箇所
36件、2.4％

6～10箇所
23件、1.5％

11～20箇所
16件、1.1%

21箇所以上
6件

0.4％

運転管理のため
常駐している施設

1,842箇所
（回答総数N=1,505)

21箇所以上
6件

0.4％

11～20箇所
16件、1.1%6～10箇所

23件、1.5％

4,5箇所
36件、2.4％

3箇所
56件、3.7％

2箇所
135件
9.0％

1箇所
656件
43.6％

0箇所
577件
38.3%運転管理のため

常駐している施設
1,842箇所

（回答総数N=1,505)

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

業務委託の実施状況

1,232

700

167

86

79

39

472

214

49
3

13

15

0 500 1,000 1,500 2,000

実施箇所数
（1,805件）

委託契約件数
（1,006件）

性能発注数
（258件）

（件）

一部委託 包括的な委託

水道法第24条の3の規定による第三者委託
　【民間企業に委託】

水道法第24条の3の規定による第三者委託
　【他の水道事業者に委託】

（回答総数N=1,505）

222

18

140

48 20

11

11

1

1

1

1

48

38

1
1

14 1

7

0 50 100 150 200 250 300

1年

2年

3年

4,5年

6～10年

11～15年

16年以上

（件）

一部委託 包括的な委託

水道法第24条の3の規定による第三者委託
　【民間企業に委託】

水道法第24条の3の規定による第三者委託
　【他の水道事業者に委託】

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

・常駐施設1,842箇所のうち、1,805件が委託を実施

・委託契約期間は1年が多く、次いで3年が多い

委託箇所数と契約件数

契約期間

委託契約件数のう
ちの性能発注件数

職員（直営、委託問わず）が運転管理業務のため常駐（日中も含む）してい
る施設（管理所、取水場、浄水場、配水場、ポンプ場等）の箇所数

【目標の達成状況】第三者委託の推進

※「一部委託」とは、運転管理業務のみを委託するもの
「包括的な委託」とは、運転管理業務以外の業務も含めて一体として委託するもの
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水道施設維持管理業務委託積算要領案
（管路/浄水場等維持管理業務編）

公民連携推進のための手順書

『第三者委託実
施の手引き

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

多様な運営形態の選択に資する各種手引きの策定

初期検討段階

現況と将来像から導入可能
性のある連携形態の選定

『地域水道
ビジョン』

『地域水道
ビジョン』

『水道事業における
アセットマネジメント
（資産管理）に関す
る手引き』

『水道事業における
アセットマネジメント
（資産管理）に関す
る手引き』

公民連携推進のための手順書

厚
生
労
働
省
健
康
局
水
道
課

日
本
水
道
協
会

詳細検討段階

具体的手法導入時における
効果や課題の検討

手法導入段階

具体的手法の
導入実施

『水道事業における
アセットマネジメント
（資産管理）に関す
る手引き』

『民間活用を含む水
道事業の連携形態
に係る比較検討の
手引き』

『第三者委託実
施の手引き』

『第三者委託実
施の手引き

『水道広域化検
討の手引き』

『第三者委託実
施の手引き

『ＰＦＩ導入検討の
手引き』

「導入可能性調査」等の実施

水道施設維持管理業務委託積算要領案
（管路/浄水場等維持管理業務編）

水道施設維持管理業務委託積算要領案
（管路/浄水場等維持管理業務編）

水道施設における広域的設備管理
マニュアル2011

指定管理者関連通知
（総務省）

各種ＰＦＩガイドライン
（内閣府）

参考

出典：日本水道新聞（平成23年12月5日）

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

「民間活用を含む水道事業の連携形態に係る比較検討の手引き」の作成

水道事業の運営基盤の強化を図るための具体的な対応方策及び当該方策を実施するために適した連携
形態の比較検討を行うための検討手順を例示

出典：「民間活用を含む水道事業の連携携帯に係る比較検討の手引き」

≪手引きにおける検討手順フロー≫
ＳＴＥＰ１ 現状の連携形態について評価

ＳＴＥＰ２ 対応方策と業務分類の検討

ＳＴＥＰ３ 採用可能性のある連携形態の
判定

ＳＴＥＰ４ 連携形態の選定

水道事業者等における現状および課題を把握し
た上で評価を行い、対応が必要な課題について
対応レベルと対応期間を整理する。

ＳＴＥＰ１で整理した各課題の対応レベルと対
応期間を踏まえ、各課題について重要度（ウエ
イト）の判定を行うとともに、必要な対応方策
とその業務分類について整理する。

ＳＴＥＰ２で整理した対応方策と業務分類から、
採用の可能性がある連携形態を絞り込み、判定
を行う。

ＳＴＥＰ３で判定した採用の可能性が高い連携
形態について、導入による効果、課題、実現性
等を整理し、必要に応じて行政事情等を勘案し
た上で、導入可能性調査等を行うべき連携形態
の選定を行う。

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

「第三者委託実施の手引き」の作成

出典：「第三者委託実施の手引き」（平成23年3月改訂）

≪第三者委託実施 本手引きに対応した手順フロー≫≪第三者委託実施 本手引きに対応した手順フロー≫

第
三
者
委
託
の
事
前
検
討

本
格
的
検
討
体
制
の
構
築

委
託
実
施
検
討

第
三
者
委
託
導
入
の
意
思
決
定

契
約
手
続
き
に
お
け
る
重
要
事
項

業
務
の
準
備

受
託
者
に
よ
る
業
務
の
実
施

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
の
評
価

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
の
公
表

業
務
期
間
中
の
業
務
内
容
等
の
変
更

業
務
完
了
時
の
手
続
き

従来業務形態の継続

実施可能性が低い、
又はメリットが小さい 実施しない

委託業務の評価結果を踏まえ、次回委託へ

今後導入検討が増えると考えられる中小規模の水道事業者における浄水場施設の運転業務委託業務
を想定しながら、第三者委託の導入検討の考え方等について整理を行っており、第三者委託業務の
事前検討着手から事業実施に至るまでの必要と考えられる作業について、各々の検討段階における
実施作業の細目を詳述

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

「ＰＦＩ導入検討の手引き」の作成

①
事
業
の
発
案

ア
．
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
可
能
性
の
簡
易
判
定

イ
．
Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
可
能
性
調
査

公
共
施
設
の
整
備
等
の
事
業
案

②
実
施
方
針
の
策
定
及
び
公
表

③
特
定
事
業
の
評
価
・選
定
、
公
表

④
民
間
事
業
者
の
募
集
、
評
価
・選
定
、
公
表

⑤
協
定
等
の
締
結
等

⑥
事
業
の
実
施
、
監
視
等

⑦
事
業
の
終
了

国及び地方公共団体のガイドライン類の範囲

手引きの
解説範囲

PFI事業の実施プロセス及び手引きの解説範囲

ＰＦＩのプロセスのうち「事業の発案」段階において、対象となる公共施設等の整備等の事業にＰ
ＦＩを導入するかどうかを検討するたに必要と考えられる「ＰＦＩ導入可能性の簡易判定」及び
「ＰＦＩ導入可能性調査」の検討の進め方を例示

出典：「水道におけるＰＦＩ事業の導入検討の手引き」

平成22年に先進事例等を活かした
水道におけるＰＦＩ事業の導入検
討の手引きとして追補版を作成

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

「公民連携推進のため手順書」 （「生命の水道・ニッポン運営委員会」）

＜検討内容＞

①手順書の目的と特徴
②外部委託を行う場合の事前検討

③可能性調査および業務受託者の募集選定の具体的推進手順

④管理の一体化の推進方法

⑤公民連携推進における留意点

⑥事業体支援期間を活用した公民連携検討・推進方法
⑦公民連携検討で参考となる文献、情報等の収集方法
⑧公民連携検討に際しての基礎知識
⑨参考資料

出典：日本水道新聞（平成23年12月5日）、水道産業新聞（平成23年12月8日）

事業体自らが公民連携の導入目的、方法、効果などを客観的に検
証し、導入可能性調査から意思決定に至るまでの事前検討方法に
ついて解説

概要やポイント、留意事項などをまとめ、手続きの詳細について
は、既存の手引きなどを有効に活用

具体的な管理の一体化の推進方法や事業実施における費用負担の
考え方などを解説

業務引継、習熟期間における適正な期間設定、費用負担の考え方、
業務受託者が行うセルフモニタリングの有効活用や事業体内の技
術継承について解説

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

水道事業者等に対する指導監督の充実

・水質管理の複雑化・高度化、施設の老朽化やその更新など、水道事業に要求される技術水準、
施設水準は年々高くなっていることを踏まえ、より安定した水道事業が進められるよう、水道事業
者等に対する指導監督の一層の充実を図っている。

厚生労働省による立入検査における内容別指摘件数

文章指摘件数
157

115 118

128

42
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その他

地域水道ビジョンに関すること

資源・環境に関すること

住民対応に関すること

危機管理対策に関すること

水質管理に関すること

水質検査に関すること

衛生管理に関すること

水道施設管理に関すること

認可等に関すること

資格に関すること

計

口頭指摘件数
999

746 735
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（
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【施策の取組状況】第三者委託の推進
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

都道府県による水道事業者への指導・監督状況 （水道事業者及び水道用水供給事業者）

【施策の取組状況】第三者委託の推進

知事認可の水道事業者及び水道用水供給事業者に対して行っている立入検査 件数

①水道法第３９条に基づく立入検査を計画的に実施 42
②水道法第３９条に基づくものではないが、立入検査を計画的に実施 2

③計画的には実施せず、何か問題が起きた際に臨時の立入検査を実施 3
④実施していない 0

合計 47

知事認可の水道事業者及び水道用水供給事業者に対して行っている報告徴収 件数

①水道法第３９条に基づく報告徴収を計画的に実施 16
②水道法第３９条に基づくものではないが、報告徴収を計画的に実施 4

③計画的には実施せず、何か問題が起きた際に臨時の報告徴収を実施 26
④実施していない 1

合計 47

件数

　①書類検査（検査調書を送付し、その回答内容を検査） 17

　②立入検査（書類による検査） 43
　③立入検査（現場の検査） 47

　④法令等改正時における通知文書等の送付 47

　⑤その他 11

水道担当者会議の実施　（5件）

水道月報（細則にて規定）による報告の徴収

水道施設維持管理指導要領に基づき年１回は立入検査実施

立入検査時に併せて水質検査を実施

問題発生時に報告及び立入調査を実施

認可（変更）及び水道事業全般に係る指導、相談対応など

研修会の開催

知事認可の水道事業者及び水道用水供給事業者に対して

行っている指導・監督項目

知事認可の水道事業及び用水供給事業の総数に対して、立ち入り検査を実施した事業の割合
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

都道府県による水道事業者への指導・監督状況 （簡易水道事業者）

【施策の取組状況】第三者委託の推進

件数

　①書類検査（検査調書を送付し、その回答内容を検査） 15

　②立入検査（書類による検査） 43
　③立入検査（現場の検査） 47

　④法令等改正時における通知文書等の送付 47

　⑤その他 9

水道担当者会議の実施　（3件）

水道月報（細則にて規定）による報告の徴収

水道施設維持管理指導要領に基づき年１回は立入検査実施

立入検査時に併せて水質検査を実施

問題発生時に報告及び立入調査を実施

認可（変更）全般の相談対応など

研修会の開催

簡易水道事業者に対して行っている指導・監督について
簡易水道事業者に対して行っている立ち入り検査について 件数

①水道法第３９条に基づく立入検査を計画的に実施 41
②水道法第３９条に基づくものではないが、立入検査を計画的に実施 4

③計画的には実施せず、何か問題が起きた際に臨時の立入検査を実施 2
④実施していない 0

合計 47

簡易水道事業者に対して行っている報告徴収 件数

①水道法第３９条に基づく報告徴収を計画的に実施 18
②水道法第３９条に基づくものではないが、報告徴収を計画的に実施 3

③計画的には実施せず、何か問題が起きた際に臨時の報告徴収を実施 24
④実施していない 2

合計 47

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

簡易水道事業の総数に対して、立ち入り検査を実施した事業の割合
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

都道府県による水道事業者への指導・監督状況 （専用水道事業者）

【施策の取組状況】第三者委託の推進

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

件数

　①書類検査（検査調書を送付し、その回答内容を検査） 7
　②立入検査（書類による検査） 35

　③立入検査（現場の検査） 41

　④法令等改正時における通知文書等の送付 41

　⑤その他 9

全市町村に移譲　(5件)

水道月報（細則にて規定）による報告の徴収

水道施設維持管理指導要領に基づき年１回は立入検査実施

立入検査時に併せて水質検査を実施

研修会の開催

専用水道（国設専用水道及び市町村への権限移譲分を除く）の

設置者に対する指導・監督について

専用水道に対して行っている立入検査について 件数

①水道法第３９条に基づく立入検査を計画的に実施 35
②水道法第３９条に基づくものではないが、立入検査を計画的に実施 1

③計画的には実施せず、何か問題が起きた際に臨時の立入検査を実施 6
④実施していない 5

合計 47

専用水道に対して行っている報告徴収 件数

①水道法第３９条に基づく報告徴収を計画的に実施 15
②水道法第３９条に基づくものではないが、報告徴収を計画的に実施 3

③計画的には実施せず、何か問題が起きた際に臨時の報告徴収を実施 24

④実施していない 5
合計 47

※④は全市町村に権限移譲したため、実施していない。

都道府県管轄の専用水道事業の総数に対して、立ち入り検査を実施した事業の割合
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※長野県、和歌山県、徳島県、愛媛県、鹿児島県は全市町村に権限移譲

都道府県、保健所設置市、権限委譲市町村が管轄している専用水道の数
（平成22年4月1日現在）
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③権限移譲市町村

②保健所設置市

①県（本庁・保健所）
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持続的に清浄・豊富・低廉な水供給確保
顧客満足度の高い水道

水道事業体 水道事業体

水道事業体

多様な選択肢から事業形態を最適化／
意思決定プロセス・パフォーマンス情報の公開

・大規模事業を中心とする運営管理の共同化
・共同での施設管理 等

第三者機関
公正な立場からのパフ
ォーマンスの評価等

民間事業者等
・受託のための技術力向上
・多様な事業形態提案
・効率的管理技術開発 等

行政（国、地方公共団体）
・モデル事業、手引き類整備等による
実施促進

・実施事業者の監督
・管理技術等の開発支援 等

業務委託

制度整備、
ツールの提供等専門的な知見、

ノウハウの
提供等

パートナーシップ

出典：水道ビジョン（平成16年6月、厚生労働省）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

多様な連携の活用による運営形態の最適化（イメージ）

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

水道事業評価・監査マニュアル（案）の概要 （水道事業評価・監査マニュアル研究会）

公共政策大学院
（文理融合の集団）

水道事業評価・監査
マニュアル

公共セクター
厚生労働省

総務省
地方自治体

水道サービスセクター
水道利用者
水道協会
労働組合

他

水道事業・評価
監査機関

公共サービス事業の評価・
監査システムの構築

将来

民間セクター
銀行

会計監査法人
シンクタンク

コンサルタント
エンジアリング

他

NPO法人化？

・合意に基づくマニュアルの策定
（関係者の参加が不可欠）

出典：「水道サービスが止まらないために～事業の再構築と官民連携」出版記念講演会資料（平成19年9月、北海道大学公共政策大学院ほか）

水道事業の適切な事業運営・経営が行われているかどうかを法的準拠性及び業績結果から明らかにし、水道事業
に対する信頼性を担保すること

この目的を将来にわたって達成する上での目標である①安心、②安定、③持続、④管理、⑤環境、⑥国際という項
目について、確認項目や各種指標等に基づいて総合的に評価

水道法関連法規に定める事項や通達等による指導に基づき、①資格、②認可等、②施設管理、④衛生管理、⑤水
質検査、⑥水質管理、⑦危機管理対策、⑧住民対応、⑨資源・環境、⑩その他の項目について検査

目的

業務監査

法的準拠性
監査

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

「水道施設管理業務検討専門委員会」の設置 （日本水道協会）

浄水場の運転管理など施設管理を外部委託する事業体が増える中、その業務状況を評価する共通の
基準が確立されていないことを受けて、委員会を設置。
今後、業務委託の効果、課題などを整理、ＰＩやＫＰＩ（主要業務指標）、業務評価を実施してい
る事業体の評価要領などを参考に、来年秋頃を目途に報告書を作成予定。

＜検討内容＞

①業務委託実施状況の整理
 業務委託の方法・内容・期間や効果
 問題点・課題
 モニタリングの実施状況
 インセンティブ・ペナルティ

②業務評価基準の策定
評価の必要性や業務評価指標の検討

③業務評価に係る制度等の検討
第三者評価機関の必要性・内容、認定制度の必要性を検討

「業務委託（公民連携）に関するアンケート調
査」（日本水道協会）
新たなアンケート調査

日本水道協会が水道事業ガイドラインで示した
ＰＩ（業務指標）
水道技術研究センターが浄水場のＯ＆Ｍ契約を
評価するための試案として示しているＫＰＩ
(主要業務指標）
委託実績を持つ事業体が独自に運用している評
価要領

出典：日本水道新聞（平成23年10月20日）、水道産業新聞（平成23年10月20日）

活用

活用

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

財団法人 水道技術研究センター 特別研究事業
水道事業の業務評価等に係る研究

○事業の目的
業務評価手法を確立することで、水道事業者が説明責任を果たすため、自らの事業を評価する場
合の手法を構築することを目的とする。業務評価においては、今後、普及が促進されると考えら
れる包括委託等の委託業務への評価も重要事項となるため、その評価についても併せて検討する。

○対象事業体
基本的には中小規模事業体をターゲットとするが、最終的には大規模事業体にも適用可能な手法
の構築を目指すこととする。

○業務計画概略
研究期間は平成23年度～平成27年度（5年間計画）

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

業務指標及び地域水道ビジョンの策定状況

未回答
10件
0.7％

算出して
いない

算出予定無
844件
56.1％

算出して
いない

算出予定有
240件
15.9％

算出し
ている
411件
27.3％

業務指標の算出状況
（回答総数N=1,505)

既に策定済
改訂等
を予定
　92件

　　6.1％

未回答
3件

0.2％

策定しない
69件
4.6％

検討中
422件
28.0％

策定中
203件
13.5％

策定済み
716件
47.6％

地域水道ビジョンの
策定状況

（回答総数N=1,505)

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

地域水道ビジョンを策定しない理由

件 数 件 数

 ビ ジ ョン と同 等 の計 画 が あ る た め 8 8

 市 町 村 合 併 や 事 業 統 合 を計 画 して い る た め 1 0

 新 規 水 源 確 保 後 に 策 定 予 定 2

 用 水 供 給 事 業 が 策 定 後 に 策 定 す る 予 定 1

 水 運 用 の 見 直 しが あ る た め 、策 定 の 時 期 を見 定 め て い る 1

 現 在 、 検 討 中 1

 近 隣 市 町 村 の 策 定 状 況 をみ て 検 討 1

 水 道 ビ ジ ョン レ ビ ュ － で 検 討 す る 1

 用 水 供 給 の 料 金 改 定 に よ り 、 事 業 計 画 に 大 規 模 な 変 更 が 生 じる た め 1

 策 定 す る た め の 予 算 や 人 員 を確 保 で き な い 1 7

 明 る い 展 望 が な い た め 1

 現 状 の ま ま で 特 に 問 題 が な い 1

 策 定 義 務 が 無 い た め 1

 策 定 して も 実 現 が 難 しい た め 1

 施 設 整 備 の 予 定 が な い た め 1

 未 検 討 の た め 1

 メ リ ッ ト が 感 じら れ な い 1

 安 心 ・ 快 適 な 給 水 の 確 保 、 運 営 基 盤 の 強 化 を既 に 実 施 して い る た め 1

 時 間 的 余 裕 が な い 1

 取 組 み 方 が 分 か ら な い 1

 用 水 供 給 事 業 で あ り 、 末 端 水 道 事 業で 策 定 して い る た め 1

1

 単 独 供 給 の た め 1 1

 別 荘 地 へ の 供 給 の た め 1 1

 経 営 主 体 と係 争 中 の た め 1 1

 老 朽 化 の 更 新 等 に 費 用 が か か る た め 1 1

 建 設 中 の た め 3 3

 無 回 答 7 7

6 9 6 9

1 8

策 定 の 見
込 み が な
い 事 業

2 9

 普 及 率 が 約 2 0 ％ と計 画 に 沿 っ た 上 水 道 の 整 備 が 進 ん で い な い の が 現 状 で 、 料 金 収 入
の み で は 運 営 が 困 難 で あ る こ とか ら 、 当 面 は 現 行 体 制 で の 運 営 を継 続 す る た め

経 営 主 体
が 株 式 会
社

合 計

策 定 の 見
込 み が あ
る 事 業

策 定 しな い 理 由

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

【施策の取組状況】第三者委託の推進
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

・
・

まとめ

第三者委託、ＰＦＩ、地方自治法に基づく公の施設の指定管理者、地方独立行
政法人、公共サービス改革等の民間活力を活用できる新たな経営手法に関
する制度が着実に整備。

第三者委託届出件数は年々増加しており、ＰＦＩの事例も数件であるが増加し
た。

多様な運営形態の選択に資する各種手引きがとりまとめられた。
近年、立入検査における指摘件数は減少傾向である。
今後、多様な連携による運営形態が実施される中、水道事業の運営・経営が
適切に実施されているかを評価する手法が関係機関等で検討されている。
事業の現況分析に業務指標を活用している事業体は27％、今後とも算出し
な事業体は56％である。
事業の施策目標となる地域水道ビジョンを策定済みの事業体は54％、今後
ともビジョンを策定しない事業体は5％程度である。

【まとめ】第三者委託の推進
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

出典：水道統計より算出

レビュー（水道の運営基盤の強化）

上水道事業及び水道用水供給事業の職員のうち、事務職及び技能労務職を除いた技術職員の人数

・水道事業に携わる技術職員数は年々減少傾向にある。

技術職員数

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

技術職員数 28,213 27,782 27,215 26,749 26,080 24,994 25,063 24,534 24,243

24,920 24,479 23,930 23,513 22,939 21,888 22,016 21,524 21,286

3,293 3,303 3,285 3,236 3,141
3,106 3,047 3,010 2,957

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

用水供給

上水道

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

１事業当たりの職員数

出典：水道統計

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保

上水道事業 用水供給事業 全体

区分 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21 H9 H15 H21
事務職 504 436 389 141 107 94 60 53 47 29.9 25.0 21.7 13.7 12.4 10.7 8.5 7.8 7.4 5.7 5.3 5.2 4.0 3.7 3.5 2.8 2.6 2.5 2.1 2.0 1.7 11.3 11.2 12.7 12.4 11.4 10.1 11.4 11.2 12.6

技術職 606 548 511 163 160 136 89 79 71 36.3 31.1 26.0 15.8 13.5 10.8 8.2 7.0 5.3 4.8 4.2 3.9 2.5 2.2 2.1 1.5 1.2 1.2 1.2 1.0 1.1 12.3 12.4 14.6 37.4 35.0 31.6 13.4 13.4 15.6
集金・検針 39 5 9 8 0 1 6 0 1 3.5 1.1 0.4 1.1 0.5 0.3 0.3 0.7 0.3 0.2 0.4 0.1 0.1 1.3 0.1 0.1 0.5 0.1 0.1 0.4 0.2 0.8 0.8 0.3 0.0 0.6 0.0 0.7 0.8 0.3

技能職その他 390 299 201 45 15 16 33 26 17 16.1 6.8 4.2 2.4 2.0 1.4 1.3 0.9 0.6 0.6 0.3 0.4 0.3 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1 4.7 3.8 3.5 4.2 2.8 2.1 4.7 3.8 3.4

職員数計 1540 1303 1111 357 284 246 187 160 136 85.8 64.6 52.1 33.0 28.7 23.3 18.4 15.9 13.7 11.2 9.9 9.6 7.0 6.3 5.9 4.5 4.0 3.8 3.7 3.3 3.2 29.1 27.9 31.1 54.1 49.2 43.8 30.2 28.9 31.9
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事務職市町村合併の影響で、上水道事業全体では、
１事業当たりの職員数は増加

人口規模別でみると、事業当たりの職員数は減少傾向増加
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

人口規模別の職員数の分布

出典：H21水道統計

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

出典：水道統計より算出

レビュー（水道の運営基盤の強化）

・技術職の２７．０％、事務職の２３．６％が５５歳以上

・技術職の４２．５％、事務職の３９．１％が５０歳以上。

職員数の推移

昭和５５年 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２１年

合計（上・用） ７３,５５６ ７０,６０６ ６８,２０１ ６７,８６７ ６４,０８１ ５７,２５７ ５１,２７２

用水供給 ４,２０８ ４,３９４ ４,４６９ ５,０１９ ４,９６４ ４,７０９ ４,２３９

上水道 ６９,３４８ ６６,２１２ ６３,７３２ ６２,８４８ ５９,１１７ ５２,５４８ ４７,０３３

上・事務職員 ２３,３３０ ２３,４２２ ２３,３３７ ２３,６６４ ２２,９３３ ２０,９２３ １８,６０１

上・技術職員 ２７,７２３ ２６,２１５ ２５,８５８ ２６,１７８ ２５,４３２ ２２,９３９ ２１,２８６

１,４５３人／職員 ２,３２６人／職員

職員一人当たりの給水人口 職員一人当たりの給水人口

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

各種統計データの充実

・水道事業に携わる技術者数については、水道統計により平成17年度の値が明らかと

なったところであり、今後、その推移の確認が必要。

・現状を的確に計画できる各種統計データの充実した。

（平成17年度から、水道統計調査の調査項目を追加）

水道統計調査の職員数に関する追加項目（H17より）

・年齢構成・職種別の職員数
・技術者の平均勤続年数
・第三者委託に基づき水道事業に従事する人数
・第三者委託以外の委託に従事する人数
・水道管理技術者有資格者数
・布設工事監督者有資格者数 など

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保

運営基盤2-37



レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

出典：水道統計（平成21年度）

上水道・水道用水供給事業職員の年齢構成

435
1,187

2,090
3,190

2,562 2,437
3,026

3,822

795

4,181

430

1,372

2,538

3,704

3,129
2,772

3,743

5,116

1,439

5,152

475

910

797
743

771

1,059

439

1,762

27

97

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

25歳未満
（892人）

25～30歳
(2,656人)

30～35歳
(5,103人)

35～40歳
(7,804人)

40～45歳
(6,488人)

45～50歳
(5,952人)

50～55歳
(7,540人)

55～60歳
(9,997人)

60歳以上
(2,673人)

55～60歳
(11,095人)
H17職員数H21年職員数

職
員

数

事務職 技術職 技能職

435
1,187

2,090
3,190

2,562 2,437
3,026

3,822

795

4,181

430

1,372

2,538

3,704

3,129
2,772

3,743

5,116

1,439

5,152

475

910

797
743

771

1,059

439

1,762

97

27

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

25歳未満
（892人）

25～30歳
(2,656人)

30～35歳
(5,103人)

35～40歳
(7,804人)

40～45歳
(6,488人)

45～50歳
(5,952人)

50～55歳
(7,540人)

55～60歳
(9,997人)

60歳以上
(2,673人)

55～60歳
(11,095人)
H17職員数H21年職員数

職
員

数

事務職 技術職 技能職
全体の41％

４年で多くの
職員が退職

・近年、多くの職員が定年退職し、さらに今後10年で50歳以上の職員（41%）が大量退職。

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

技術職員の年齢構成

技術職員の年齢構成
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出典：H21水道統計

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

技術職員の平均勤続年数

出典：水道統計（平成21年度）

・規模が小さい事業体の平均勤続年数が短い。

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

職員１人当たりの指標

出典：H21水道統計

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

職員１人当たりの指標

出典：H21水道統計

※施設数は、浄水施設(消毒のみの浄水施設,沈殿池又はろ過池を有す
る浄水場数）と配水場数の総数である。

※設備数は、電気・機械設備の総数である。（固定資産台帳に記載し
ている最小単位を1つの設備としてカウント）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

技術職全体人数に占める民間人の割合

レビュー（水道の運営基盤の強化）

・技術職全体人数に占める民間人の割合は増加。
・民間人の技術者を加算しても、技術者の総数は減少傾向。

定義：割合＝（⑤第三者委託（技術職）+⑦第三者委託以外（技術職））÷
（①技術職+③技能労務職+⑤第三者委託（技術職）+⑦第三者委託以外（技術職））

職員以外の技術者数
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出典：水道統計

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

出典：出典：水道統計

上水道事業及び水道用水供給事業の職員並び
に職員以外の技術職のうち、水道法第１９条に定
める水道技術管理者の資格を有する者の人数

上水道事業及び水道用水供給事業の職員並び
に職員以外の技術職のうち、水道法第１２条に定
める布設工事監督者の資格を有する者の人数

・水道技術管理者有資格数及び布設工事監督者有資格数は、近年減少傾向

水道技術管理者有資格数 布設工事監督者有資格数
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※H17～H20の第三者委託は、特異値を除外した。

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

法律に基づくものではなく、（社）日本水道協会が水道界の要望に基づき任意の自主資格として定めた水道施設管理技
士（浄水施設管理技士（１～３級）及び管路施設管理技士（１級～３級））に登録している登録者数

出典：（社）日本水道協会調べ

・水道施設管理技士の登録者数は、増加している。

水道施設管理技士登録者数（累計）

新規登録者数(単年度分)
9,390

2,913
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Ｈ23年4月1日
総登録者数

12,955人

【目標の達成状況】水道事業に携わる技術者の確保
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－目標の達成状況ー【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

水道技術の継承のための取組み

水道技術の継承と人材育成

＜基本方針＞

蛇口の水を直接飲めるということは、我が国固有の「水
道文化」であり、これを次の世代に引き継いでいくため、水
道技術の継承と人材育成を着実に進め、次の方針により
施策を展開する。

① 研修・開発センターの活用やＯＪＴなど様々な取組によ
り職員の水道技術の維持・向上を推進する。

② 技術をより効率的に継承する仕組み作りを進める。

③ 他の水道事業体等に対する水道技術支援について検
討する。

④ 水道にかかわる人材の裾野を広げるインターンシップ
を積極的に活用する。

東京都水道局研修・開発センター

東京都水道局の事例

出典：東京都水道局ホームページ、「東京水道長期構想 STEP ～世界に誇る安心水道～」

【施策の取組状況】水道事業に携わる技術者の確保
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

日本水道協会による研修会・講習会 （http://www.jwwa.or.jp/kensyu/index.html）

・浄水場等設備技術実務研修会

・漏水防止講座

・水道技術者専門別研修会
（水質管理、導送配水施設の設計施工と維持管理部門、高度浄水処理部門等）

・水道事業事務研修会（経営部門、労務部門）

・消費税実務講座

・未納料金対策実務研修会

・水道基礎講座

・新任水道事業管理者研修会

・水道技術管理者資格取得講習会 等

技術者の育成・確保

国立医療保健科学院水道工学部による教育研修（http://www.niph.go.jp/entrance/index2.html）

○特別課程
・水道工学コース（水環境論、水道計画論、浄水処理技術特論、水質管理特論、特別研究 ）
・クリプトスポリジウム試験方法コース

○専門・専攻課程
・水管理工学、都市水管理工学特論及び水処理工学特論

厚生労働省による研修
・水道技術管理者研修

水道技術研究センターによる研修・講習会等 （http://www.jwrc-net.or.jp/kenshuu-koushuu/event-schedule.html）
・中小都市水道技術講習会

・水道技術セミナー

・膜ろ過浄水施設維持管理研修 等

（※予定中のものを含む。）

【施策の取組状況】水道事業に携わる技術者の確保
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大の具体的措置
（第２次見直し）

【施策の取組状況】水道事業に携わる技術者の確保
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

給水装置工事事業者の指定制度の実施状況

出典：「給水装置工事事業者の指定制度等及び鉛製給水管の布設替え等に関する取り組みの状況」

(回答総数N=1,431) (回答総数N=1,431) 

(回答総数N=1,431) (講習等対象者数211,429人) 

水道法第16条の2に基づく給水装置工事事業者指定の実施状況 給水装置工事事業者に対する講習・研修の実施状況

講習・研修の実施体制 講習・研修の参加状況

96.0
0.6

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていない 未回答

40.1 8.9 13.3 35.5 2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施済 実施予定 検討中 予定なし 未回答

14.0 20.2 12.7 53.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 複数 単独 未回答

60.8 38.5 0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加数 不参加数 不明

【施策の取組状況】水道事業に携わる技術者の確保
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

出典：「平成22年度水道ビジョンレビューに関する調査」

職員数等の今後3年間の計画（職員構成,平均年齢）

多様化・高度化する水道のすべての課題に的確に対処するとともに、現在の給水サービス水準を
確保し、向上させるためには、水道施設の運営に関する専門的な知識・経験を有する技術者を継続
的に育成・確保していくことが不可欠である。

技術者の育成・確保

年度
技術職

平均年齢
事務職

平均年齢
技術事務職

平均年齢

職員
平均年齢

H22 44.6 44.3 44.6 44.6

H23 44.9 44.8 45.0 44.9

H24 45.5 45.4 45.5 45.5

21,846

24,165

16,716

17,945

19,686

20,084
3,800

4,266

5,189

654

741

714

280

277

288

2,807

2,819

2,902

1,793

1,796

1,754

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

H24
（46,137人）

H23
（49,660人）

H22
（54,725人）

（人）

技術職

事務職

技能労務職

第三者委託
（技術職）

第三者委託
（技術職以外）

法定外委託
（技術職）

法定外委託
（技術職以外）

89.6% 10.4%

88.7% 11.3%

88.0% 12.0%
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43.5

44.0

44.5

45.0

45.5

46.0

H22 H23 H24

(年
齢

)

技術職
平均年齢

事務職
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技術事務職
平均年齢

職員
平均年齢

【施策の取組状況】水道事業に携わる技術者の確保
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

出典：「平成22年度水道ビジョンレビューに関する調査」

今後の業務逐行の可否

(回答総数N=1,479) 

「対応できないおそれがあり」を選択した場合、その
対応策を検討していますか。

現在から5年後まで及び6～10年度まで、水質基準強化、水道
施設老朽化、需要者ニーズの多様化など、今後予想される課題
へ対応し、水道水を安定的に供給するための業務遂行が可能
ですか。

909件
61.5％

1,077件
72.8％

515件
34.8％

343件
23.2％

55件、3.7%59件、4.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

５年後まで ６～１０
年後まで

対応可能と見込まれる 対応できないおそれあり

未回答

141件
39.7％

211件
41.7％

214件
60.3％

295件
58.3％

0%

20%

40%

60%

80%

100%

５年後まで ６～１０
年後まで

検討していない 検討している

　　＜対応可能と見込まれる理由＞
　●職員の技術継承
　●業務の合理化の推進
　●民間委託等の拡大・充実
　●ビジョン等に基づく計画的な対応、
　　アセットマネジメントの導入
　●周辺事業体との広域化

　　　　　　　　　＜検討していない理由＞
　●現状で人員不足、業務多忙、専門技術者が不在
　●人材確保が困難、水道事業自ら職員採用できない
　●財政悪化（水需要の停滞、人口の減少等）
　●料金改定が困難
　●膨大な老朽施設の更新等で手一杯の状況
　●簡易水道の統合等を予定
　●施設診断未実施により計画策定が困難
　●将来的に機構改革や組織体制の見直しを予定
　●市町村合併、広域化等を予定
　●今後の需要者ニーズの予測が困難

　　　＜検討している理由＞
　●職員の技術継承、技術力強化
　●職員の適正配置、機構改革
　●民間委託等の拡大・充実
　●退職技術者の再雇用
　●市長部局への人員確保要望
　●基本計画、水道ビジョンの策定
　　や見直し
　●更新計画の策定、・アセットマ
　　ネジメントの導入
　●問題・課題整理と解決策検討
　●広域化検討
　●料金改定検討
　●水道未加入者への加入促進
　●高度浄水処理の導入

【施策の取組状況】水道事業に携わる技術者の確保
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【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

レビュー（水道の運営基盤の強化）

今後の業務逐行の可否 （人口規模別）

出典：「平成22年度水道ビジョンレビューに関する調査」
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【施策の取組状況】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策２】最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

まとめ

水道事業に携わる技術職員数は年々減少傾向にあり、第三者委託等に従事
する人数を加えても技術者数は減少傾向にある。なお、第三者委託以外に
従事する技術者数は増加傾向にある。
近年多くの職員が定年退職し、平成21年度で50歳以上の職員が41％であり、
今後も大量退職が継続。

先進的な水道事業者では水道技術の継承のための取組を行っており、一部
で退職した技術者の経験を活かす取組が進められている。

ほとんどの事業体が給水装置工事事業者を指定しているが、工事事業者へ
の講習・研修の実施は40％程度である。
今後の業務遂行の可能性では、5年後までは23％、6～10年後までは35％
の事業体が対応できないおそれがあり、事業規模が小さい事業体で対応で
きないおそれが大きい。

【まとめ】水道事業に携わる技術者の確保
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

主要施策３：コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

〔水道施設の更新〕
○ 水道の投資額、更新需要の推移 ---------------------------- ３－2
○ 日本の将来推計人口 ---------------------------- ３－9
○ 人口当たりに換算した更新需要の見通し ---------------------------- ３－１１
○ 経年化浄水施設率、経年化設備率、経年化管路率、管路更新率 ---------------------------- ３－１２
○ 「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」（平成21年7月） --- ３－１６
○ 「水道施設の機能診断の手引き」（平成23年3月） -----------------------------３－２０
○ 「水道施設更新指針」（平成17年5月） -----------------------------３－２１
○ 「水道事業の費用対効果マニュアル」（平成23年7月） -----------------------------３－２２
○ 水道料金算定要領の改訂 -----------------------------３－２３
○ アセットマネジメント、大規模更新の実施状況 -----------------------------３－２４
○ 水道料金の設定方法について -----------------------------３－２７
○ 地方公営企業会計制度等の見直し -----------------------------３－３０
○ 今後増加する施設更新需要に対応した資金確保のあり方 -----------------------------３－３２
○ 専用水道の推移と大口使用者特割制度の導入例 -----------------------------３－３７
○ 需要者ニーズを把握する取組み、需要者への情報提供 -----------------------------３－４０
○ まとめ -----------------------------３－４２
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

水道への投資額の推移（平成20年価格） 平成20年度末資産額の内訳（平成20年価格）

46.7兆円

出典：水道におけるアセットマネジメント取組促進等業務報告書

出典：水道統計

出典：水道統計、H20年価格に換算、国庫及び県の資本的支出に対する負担金及び補助金

【経緯】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

出典：水道におけるアセットマネジメント取組促進等業務報告書

法定耐用年数で更新した場合の更新費用は、年平均14,050億円/年となり、

更新需要のピークは、H23～H27で16,894億円/年となり、平成21年度の投資額（実績）9,800億円を上回っている。

法定耐用年数で更新した場合

～現況資産のH21－H62の更新需要（上水道+用供）～

・現況資産に対するH62までの更新需要は59.0兆円

【現在価格（兆円）】

計装, 4.99兆円

取・導水管, 1.82兆円
送水管, 5.64兆円

配水本管, 7.07兆円

配水支管, 16.80兆円

土木, 7.61兆円

建築, 2.31兆円

機械, 6.80兆円

電気, 5.13兆円

施設その他, 0.85兆円

管路その他0.007兆円

59.0兆円

【経緯】老朽化施設の割合ゼロ

法定耐用年数で更新した場合
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

【経緯】老朽化施設の割合ゼロ

出典：水道におけるアセットマネジメント取組促進等業務報告書

法定耐用年数の1.25倍で更新した場合

～現況資産のH21－H62の更新需要（上水道+用供）～

【現在価格（兆円）】

計装, 4.17兆円

取・導水管, 1.33兆円
送水管, 4.14兆円

配水本管, 5.80兆円

配水支管, 13.58兆円

土木, 5.12兆円

建築, 1.70兆円

機械, 5.52兆円

電気, 4.19兆円

施設その他, 0.69兆円

管路その他0.006兆円

46.2兆円

・現況資産に対するH62までの更新需要は46.2兆円

法定耐用年数×1.25倍で更新した場合
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法定耐用年数の1.25倍で更新した場合の更新費用は、年平均10,760億円/年となり、

更新需要のピークは、H58～H62で14,143億円/年となり、平成21年度の投資額（実績）9,800億円を上回っている。

投資余力（給水収益）が下がる

将来において負担が増える。
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

１年当たりの更新需要

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

法定耐用年数×1.5倍で更新した場合
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【経緯】老朽化施設の割合ゼロ

出典：水道におけるアセットマネジメント取組促進等業務報告書

法定耐用年数の1.5倍で更新した場合

～現況資産のH21－H62の更新需要（上水道+用供）～

・現況資産に対するH62までの更新需要は34.4兆円

法定耐用年数の1.5倍で更新した場合の更新費用は、年平均7,997億円/年、

更新需要のピークは、H53～H57で11,580億円/年となり、

ピーク時は平成21年度の投資額（実績）9,800億円を上回るが、年平均では下回っている。

【現在価格（兆円）】

計装, 3.41兆円

取・導水管, 1.13兆円
送水管, 3.67兆円

配水本管, 4.23兆円

配水支管, 9.27兆円

土木, 3.07兆円

建築, 1.14兆円

機械, 4.52兆円

電気, 3.42兆円

施設その他, 0.52兆円

管路その他0.005兆円

34.4兆円

投資余力（給水収益）
が下がる将来において

負担が増える。
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

【経緯】老朽化施設の割合ゼロ

法定耐用年数の1.5倍で更新した場合の健全度評価（上水道+用供）

更新の先送りすれば、更新需要が減少するが、施設や管路の健全資産が減少する。

法定耐用年数の1.5倍で更新した場合は、平成62年に健全資産が全体の約50％まで減少する。

健全度の判断基準 健全資産 ：法定耐用年数を超過していない資産
経年化資産 ：法定耐用年数の1～1.5倍超過している資産
老朽化資産 ：法定耐用年数の1.5倍を超過している資産

出典：水道におけるアセットマネジメント取組促進等業務報告書
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

出典：投資額（建設費）の実績値は、地方公営企業年鑑（法適用及び法非適用の数値）
注1）全簡易水道（法適用及び法非適用の合計）。デフレータにより平成21年度価格に換算した。

・今後、水道施設の老朽化に伴い更新需要が増加する。

・20年後には、1,000億円以上の更新需要が見込まれる。

簡易水道の資産額、更新需要の推計

・平均耐用年数を40年と仮定

・正規分布による発生確率

・現有資産を維持するために

必要な更新需要を推計
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注2）過去の建設費より推計したため、上水道へ統合された施設を含んだ更新需要となってい
る。なお、上水道・用水供給（3-2、3-3）の更新需要は、固定資産額より推計したので、統合し
た簡水施設を含んでおり、統合分がダブルカウントされている。

【経緯】老朽化施設の割合ゼロ

出典：地方公営企業年鑑（法適用及び法非適用の数値）
注1）平成1年度以前は国庫補助の統計値がない。
注2）デフレータにより平成21年度価格に換算した。
注3)建設投資額に対する補助金である。
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

建設投資額の財源内訳及び建設投資額に対する企業債の割合の推移

【経緯】老朽化施設の割合ゼロ

上水道　建設投資額の推移（H21価格）
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

日本の将来推計人口

実績値：大正8年以前は内閣統計局の推計による各年1月1日現在（明治5年は太陰暦正月末日現在）の日本国籍を有するものの人口である。大正9年以降は「国勢調
査」及び「人口推計」による10月1日現在であり、昭和30から45年までの各数値は沖縄県を除く。
推計値：日本の将来推計人口（平成24年1月推計）の死亡中位仮定出生中位

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新
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年 2010(実績） 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100 2110
将来人口
（千人）

128,057 124,100 116,618 107,276 57,269 49,591 42,86097,076 86,737 75,904 65,875

【経緯】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

日本の将来推計人口

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

参考資料：日本の将来推計人口（平成24年1月推計）の死亡中位仮定出生中位
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【経緯】老朽化施設の割合ゼロ
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今後の更新需要は、１兆円以上の規模と推定され、更新を先送すればするほど１人当たりの更新需要は減少するが、
施設の健全度は低下し、人口減少に伴い１人あたりの負担は増大する見込み

更新事業の先送りは、施設の健全度の低下と世代間の負担の格差を大きくする

企業債（将来世代の負担）を減らしつつ、健全な施設水準の確保、更新需要の平準化、更新財源確保を行うことが必要

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

人口当たりに換算した更新需要の見通し（上水道＋用供）

【経緯】老朽化施設の割合ゼロ
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※1）人口当たりの更新需要＝上水道及び用水供給事業の更新需要÷上水道給水人口
※2）上水道給水人口は、日本の将来推計人口（平成24年1月推計）の死亡中位仮定出生中位に0.953(H21上水道給水人口/H21全国人口）を乗じて算出
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

出典：水道統計（平成17年度、平成21年度)
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全国平均値給水人口規模別分布図（Ｈ17、Ｈ21） 都道府県別分布図（Ｈ21）

×100

・経年化浄水施設率は平成21年度で2.6％であり、平成17年度に比較して減少している。

・給水人口規模別では１００万人以上が最も大きく、都道府県別では近畿・中国で全国平均を超えている府県が多い。

・経年化浄水施設率の平均値は減少傾向であるが、人口規模別にみると３万人以下の事業体で増加傾向である。

経年化浄水施設率（％）

法定耐用年数を超えた浄水施設能力
全浄水施設能力

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ21

経年化浄水施設率　（％） 2.9 2.7 2.6

【目標の達成状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

×100

・経年化設備率は平成21年度で38.7％であり、平成17年度に比較して減少している。

・給水人口規模別では平成17年度では100人以上が最も大きかったが、平成21年度は中規模の事業体で全国平均を上回ってい
る。都道府県別では中部・近畿で全国平均を上回っている府県が多い。

・平均値の減少は、100万人以上の大規模事業体で大きく減少したためであり、その他の人口規模では増加傾向である。

給水人口規模別分布図（Ｈ17、Ｈ21） 都道府県別分布図（Ｈ21）

※電気･機械設備数の総数：設備とは一つの目的を達成するための機器単体の集合体をいい、設備数は、受変電設備、計装設
備、監視制御設備、濾過設備、薬品設備、かき寄せ機、脱水設備をそれぞれ一つの設備と数える。

経年化設備率（％）

経年化年数を超えている電気・機械設備数
電気･機械設備数の総数
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出典：水道統計（平成17年度、平成21年度)

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ21

経年化設備率　（％） 40.2 40.1 38.7

【目標の達成状況】老朽化施設の割合ゼロ

運営基盤3-13
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

×100

・経年管路率は平成21年度で7.1％であり、平成17年度に比較して増加している。

・給水人口規模別では概ね大規模のほうが小規模より数値が高い傾向にあり、50～100万人以上が最も大きい。

・100万人以上の大規模事業体では減少しているが、その他の人口規模では増加傾向である。

給水人口規模別分布図（Ｈ17、Ｈ21） 都道府県別分布図（Ｈ21）

法定耐用年数を超えた管路延長
管路総延長
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出典：水道統計（平成17年度、平成21年度)

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ21

経年化管路率　（％） 6.2 6.0 7.1

【目標の達成状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

・管路更新率は平成21年度で0.87％となっており、低下傾向で推移している。

・給水人口規模別では顕著な違いはないが、経年的にみると10万人未満の事業体で管路の更新率が大きく低下した。都道府県別で
は東京都が最も高く1.36％、茨城県、沖縄県が0.5％を下回っている。

・管路の法定耐用年数（40年）のみで判断することはできないものの、今後の更新需要のピークを勘案すると、全国的に見て現在の更
新率は必ずしも十分な水準ではないものと推察される。

→今の更新率（1%)から単純に考えると、全ての管路を更新するのに約１００年かかる計算。

×100

給水人口規模別分布図（Ｈ17、Ｈ21） 都道府県別分布図（Ｈ21）
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Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ21

管路の更新率　（％） 1.26 1.16 1.00 0.97 0.87

出典：水道統計（平成17年度、平成21年度)

【目標の達成状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き

手引きの構成

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き

水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）の構成要素と実践サイクル

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き

検討手法の組み合わせ

更新需要の検討手法に関する自己診断 財政収支見通しの検討手法に関する自己診断

本手引きで対象とする検討手法のタイプ

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き

本手引きの留意事項

○実施の優先
手引では簡易な手法も提示。資産データが整理中などの段階であってもマクロマネ

ジメントの検討を行うことが可能。実践しつつ段階的な検討、精度向上。

○組織的取り組みの重要性
組織全体で課題、対応方針を共有しつつ、水道技術管理者が中心となって統制の

とれた活動を展開

○長期的視点の確保
検討対象期間は30～40年以上が基本。その検討結果を基に、バックキャスト手法

で今後10年程度先の目標及び実現化方策を地域水道ビジョン等に反映させ、両者

を有機的に結びつける。

○技術的根拠と財政的裏打ちの一体化
技術的根拠を有し、かつ財源の裏付けを有する更新・耐震化計画の策定。さらに利

害関係者に更新投資の必要性や投資効果を説明するなど、事業に対する理解を得
るために情報として活用。

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

－目標の達成状況ー【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

「水道施設の機能診断の手引き」の内容

•個々の水道施設ごとの機能を、数値化し
た指標を用いて、主として技術的側面から
評価する

•計画策定の前提として、施設の機能を客
観的に評価・診断するために活用する

•評価点の低い施設を抽出して、機能満足
度などを判定し、施設の改善の要否を判
断する

「水道施設の機能診断の手引き」の作成（平成17年4月）

・ 水道施設の健全度を判定するための指針として「水道施設の機能診断の手引き」をとりまとめるとともに、
水道の施設更新の必要性を客観的、定量的に示すための手順を示す指針として「水道施設更新指針」をと
りまとめた。

「水道施設の機能診断マニュアル（案）」の作成（平成23年3月）

機能診断の手引きをベースに、管路
の手法を開発、小規模水道事業体

にも使いやすいように配慮

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

－目標の達成状況ー【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

「水道施設更新指針」の内容

•水道施設の定量的な物理的評価
により、更新の必要性の判断を行
う

•水道施設の重要性や更新の効果
を評価して、更新の優先度を決定
する

•水道事業（サービス、財政、組織
等）としての評価を行う

「水道施設更新指針」の作成（平成17年5月）

◆ 対象施設等の選定
・ 日常の巡視点検、定期点検、管理データから抽出する

◆ 更新診断
・ 物理的評価： 機械・電気的劣化、機器の製作停止、修理不能、故障頻度大
・ 機能的評価： 性能低下、陳腐化、導入時との容量の乖離、信頼性・安全性の低下、

操作性、広域化・無人化の対応が不可、新製品・新技術の出現
・ 社会的評価： 規制への対応、環境保全、テロ等の危機管理
・ 経済性評価： 運転経費・保全経費の増大、効率的な運用、LCC
・ 耐震性評価： 地震等の対応

経過年数　 ： 稼動年数、耐用年数、更新実績
　　　などから診断する

◆ 水道事業としての評価
・ 水道施設の重要度
・ 代替性

◆ 財政上の検討
・ 資金調達

◆ 更新計画の策定
・ 施設更新の範囲、更新方法、期間、説明責任など

Start

対象施設
等の選定

更新診断

耐用寿命に
達したか

水道事業と
しての評価

更　　　新
すべきか

財政上
の検討

更新計画
の策定

施設更新
の実施

補修又は管理
を充実させて
運転を継続

End

　　　　　　　　　　◆更新後の効果◆
1.水道施設の技術水準が向上(信頼性、安全
性、安定性、性能、(能力)、効率、機能等)する
2.良質な水道水が供給できる
3.稼働率が向上する
4.維持管理性が向上する
5.省力化、省エネルギー化が図れる

※1

※1

Yes

Yes

No

No

No

Yes

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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各事業分野の費用対便益分析について共通的に定
めるべき事項（事業間の調整）
再評価に際しての判断基準の明示

国庫補助新規採択事業を対象に、代表的な効
果の抽出と簡便な費用対便益分析をとりまとめ

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

水道事業の費用対効果マニュアル（平成23年7月）

公共工事の入札・契約手続きの改善に関する行動指針（平成６年１月閣議決定）

公共工事コストの縮減対策に関する行動指針（平成９年閣議決定）

公共工事における費用対効果分析の活用（平成９年１２月総理大臣指示）

水道事業の費用対効果分析マニュアル

【試行版】 平成１１年１１月 （社）日本水道協会

社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的

運用指針（案） 平成１０年６月 建設省

水道事業の費用対効果分析マニュアル  暫定版 平成13年9月

本編（第Ⅰ編 共通事項、第Ⅱ編 換算係数法、
第Ⅲ編 年次算定法）
第Ⅳ編 算定事例
第Ⅴ編 資料集

水道事業の費用対効果分析マニュアル 平成19年7月策定

準拠指針

平成１６年７月一部改訂

水道事業の費用対効果分析マニュアル作成委員会（H13.2）

水道事業の費用対効果分析マニュアル 改訂版 平成14年3月

公共事業評価の費用便益分析

に関する技術指針

平成16年２月 国土交通省

公共事業評価の費用便益分析

に関する技術指針

平成210年6月改定 国土交通省

ＣＯ２削減効果の貨幣価値原単位の設定 等

事業評価の事例や知見が蓄積されてきたことから、構成等の
見直しや費用対効果分析の手法の一部改訂、算定事例の充
実を図り、よりわかりやすいマニュアルにする

社 会 資 本 整 備

に 関 す る

一連の制度改革

水道事業の費用対効果分析マニュアル 平成23年7月改訂

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

－目標の達成状況ー【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

①逓増制料金体系について

・建設拡張期から維持管理中心の事業運営に移行

・拡張事業の原因を大口需要者に求め、高額の従量料金単価を課すための理論的根拠が乏しくなりつつある

・地下水利用の専用水道により大口使用者が急減。水道財政や水質管理などの水道事業運営に及ぼす影響が無視

できない

②更新・再構築費用の確保

・将来の大量更新・再構築を見通したとき、現在の資産維持費の算定で十分といえるか検証が必要

・資産維持費の料金原価への参入に対する議会等の理解が得られず、適正な料金設定ができていない事業体が依然

として多い

論 点 10年ぶりの見直し

【逓増制料金体系】

・逓増度の緩和、最高単価の設定基準の見直し（最高単価の引き下げ）、最低単価の見直し、基本料金と従量料金へ

の原価配布方法、地下水利用専用水道の使用者に対するバックアップ料金

【更新・再構築関連】

・資産維持費の所要額の検証と不足する場合の新たな算定方法、資産維持費の必要性に関する理論強化

水道料金制度調査会（平成18年11月～）

出典：日本水道新聞（平成19年2月8日）

背 景

水道料金算定要領（平成20年3月）の改訂

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

アセットマネジメントの実施状況

H20実施
24件,1.6％未回答

16件
1.1％ H21実施

168件
11.2％

H22実施
10件,0.7％

実施中
185件
12.3％

実施してい
ない

1,102件
73.2％

アセットマネジメント
の実施状況

（回答総数N=1,505)

タイプ1A
26件
6.7％

タイプ1B
3件,0.8％ タイプ1C

4件,1.0％

タイプ2A
11件,2.8％

タイプ2C
59件

15.2％

タイプ3A
3件,0.8％

タイプ3B
9件,2.3％

タイプ3C
159件
41.1％

タイプ4D
10件,2.6％

未回答
10件,2.6％

タイプ2B
93件

24.0％
検討手法のタイプ

（回答総数N=387)

実施、実施中のうち

未回答
1件,0.5％

結果を反映
した計画等を

策定中
41件

20.3％

結果を反映
した計画等

は無い
113件
55.9％

既に結果を
反映した計
画等がある

47件
　　23.3％

地域水道ビジョンや
基本計画への反映状況

（回答総数N=202)

実施のうち

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

大規模更新の実施状況

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

(回答総数N=4,348) (回答総数N=4,348) 

(回答総数N=4,348) 

浄水場等の現在までの大規模更新の有無 機械・電気設備の現在までの大規模更新の有無

未回答
742件
17.1％

実施してい
ない

2,723件
62.6％

実施
883件
 20.3％

機械のみ
264件
 6.1％ 電気のみ

430件
9.9％

機械電気
1,176件
27.0％

実施してい
ない

1,856件
42.7％

未回答
622件
14.3％

11.9

9.8

22.8

18.2

10.3

9.0

15.4

14.4

7.5

6.9

11.9

11.1

6.3

5.4

5.7

5.6

37.6

34.1

15.8

16.9

26.4

34.7

28.4

33.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

更新の必要性
浄水場等

更新の予定
浄水場等

更新の必要性
機械・電気設備

更新の予定
機械・電気設備

1-5年後 6-10年後 11-15年後 16-20年後 21年以上 未回答

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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検討を行ったことがない,
697件, 49%

検討したが再構築なし,
316件, 22%

再構築を実施（予定）,
421件, 29%

構想段階, 93件, 22%

事業実施中, 113件,
27%

実施済み, 95件, 23%

計画策定済み, 120件,
28%

347件

269件

209件
182件

147件
112件 94件

0%

20%

40%

60%

80%

100%

維
持

管

理

費

の
削

減

更
新

費

用

の
削

減

水
質

の
向

上

管
理

水

準

の
向

上

職
員

減

へ
の
対

応

省

エ
ネ
対

策

水

圧

の
適

正

化

レビュー（水道の運営基盤の強化）

再構築の進捗状況

出典：「平成20年度長期的な水需給を考慮した広域的な水道施設の
再構築ガイドライン策定調査」（平成21年3月)

再構築の検討の有無(n=1,391)

事業体内, 284件, 67%

同一市町村内の異なる
事業者間, 13件, 3%

市町村の異なる事業間,
15件, 4%

用水供給と上水道また
は簡易水道, 30件, 7%

同一市町村内の同一事
業者で異なる事業間,

78件, 19%

再構築の関係事業体(n=421)

再構築の実施状況(n=421)

再構築の目的、効果（複数回答、n=421)

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

出典：「平成22年度水道ビジョンレビューに関する調査」

水道料金の設定方法について

(回答総数N=1,479) 

水道料金の設定方法について
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【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

出典：「平成22年度水道ビジョンレビューに関する調査」

水道料金の設定方法について

(回答総数N=1,479) (回答総数N=1,479) 

水道料金の設定の際、営業費用を原価として算定しているか 水道料金設定の際、支払利息を原価として算定しているか
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【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

水道料金の設定方法について

出典：「平成22年度水道ビジョンレビューに関する調査」

→中長期的な改築・更新に向けた資金確保方策が必ずしも十分講じられていない事業体が多く存在している。

(回答総数N=1,479) (回答総数N=1,479) 

水道料金設定の際、資産維持費を原価として算定しているか 将来の改築・更新に向け、自己資金の確保を計画的に行っているか
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【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

地方公営企業会計制度等の見直し

ⅠⅠ 資本制度の見直し資本制度の見直し

『地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第１次一括法）』による
地方公営企業法の一部改正の概要

【 成立：平成23年4月28日（公布：平成23年5月2日） 施行日：平成24年4月1日 】
①法定積立金（減債積立金、利益積立金）の積立義務を廃止。
②条例の定めるところにより、又は議会の議決を経て、利益及び資本剰余金を処分できることとする。
③経営判断により、資本金の額を減少させることができることとする。

ⅡⅡ 地方公営企業会計基準の見直し地方公営企業会計基準の見直し

○会計基準の見直し
１ 借入資本金 （借入資本金を負債に計上）
２ 補助金等による取得した固定資産の償却制度等 （みなし償却制度の廃止）
３ 引当金 （退職給付引当金の計上を義務化）
４ 繰延資産 （新たな繰延資産への計上を認めない）
５ たな卸資産の価額 （価値法の義務付け）
６ 減損会計 （公営企業型地方独法における減損会計と同様の減損会計の導入）
７ リース会計 （リース会計の導入）
８ セグメント情報の開示 （セグメント情報の開示の導入）
９ キャッシュフロー計算 （キャッシュフロー計算書の義務付け）
１０ 地方公営企業の設置及び経営の基本関する条例
11 会計変更に伴う経過措置等 （改正政省令は平成25年4月1日施行予定（適用開始会計年度については検討中））

ⅢⅢ 財務規定等の適用範囲の拡大等財務規定等の適用範囲の拡大等

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

地方公営企業会計制度等の見直し

補助金等による取得した固定資産の償却制度借入資本金

現
行
の
み
な
し
償
却
制
度

新
た
な
会
計
処
理
法
式

資本に
計上

負債に
計上

※非償却資産は、売却されない限り保有され続けるから、補助金等は資本剰余金とする処理を継続する。

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

今後増加する施設更新需要に対応した資金確保のあり方

【課題】
●これまで起債に依存してきたこともあって、減価償却・利益見合いの資金を内部留保すべきところを、起債の償還（元金）に当てら
れたり、水道料金値下げの財源に充当している場合が多く見られる。
●現時点で財政指標が良好な事業体であっても、今後増加する中長期の大量更新需要対応のために必要な建設改良費の財源確
保に関する中長期的な計画がなされていない場合が多く、近い将来、更新需要に対応できず、「財政状況の大幅な悪化」又は「施設
の老朽化率の大幅な増大（安全性の大幅な低下）」が懸念される。
【対応策】
○内部留保資金を確保し建設改良費への自己資金の投入比率を高めることにより、将来の償還金負担を緩和させる。
○長期的な観点から、施設整備・更新需要の見通しの的確な把握に基づく中長期的な資金確保計画・料金設定計画を立て、実践す
ることにより、持続可能な施設維持管理と経営健全化の両立を図る。

【資本的収支・収益的収支と
企業債・内部留保資金の流れ（概念図）】

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

家計の消費支出に占める光熱・水道費の割合

出典：日本水道協会ＨＰ 水道資料室より

2,781

5,575

7,254 7,436

8,960
9,451

8,868

9,632 9,504

1,787

5,207

6,107

5,141

5,943 6,172
5,909

6,229
5,915

752
1,294

1,802
2,057 2,130 2,188 2,180 2,112 2,079

160,475

234,946

278,592

317,289

334,069
321,332

303,210 299,345 294,890

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

Ｓ50 Ｓ55 Ｓ60 Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ20 Ｈ21

料
金

（
円

）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

消
費

支
出

総
額

（
円

）

電気料金

ガス料金

水道料金

消費支出総額

0.5
0.6 0.6 0.6 0.6

0.7 0.7 0.7 0.7
1.1

2.2 2.2

1.6

1.8
1.9 1.9

2.1
2.01.7

2.4

2.6

2.3

2.7

2.9 2.9

3.2 3.2

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

Ｓ50 Ｓ55 Ｓ60 Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ20 Ｈ21
消

費
支

出
に

対
す

る
構

成
比

（
％

）

水道料金構成比

ガス料金構成比

電気料金構成比

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

更新財源確保の事例

東京都水道局

出典：「東京水道経営プラン2010」 出典：全国上下水道コンサルタント協会関西支部ＨＰより

神戸市水道局

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

資金メカニズムの多様化（イメージ図）
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【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

（参考）地方公共団体金融機構

・平成19年5月23日、「地方公営企業等金融機構法」が成立
・地方公共団体金融機構は、地方債資金の共同調達機関として全都道府県・市区町村の出資により平成20年８
月１日に設立され、同年10月１日に旧公営企業金融公庫の資産・債務を引き継いで業務を開始
・平成21年6月1日の改組により、地方公共団体の一般会計も貸付対象

出典：公営企業金融公庫HPから抜粋

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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※1)出典：水道統計（原水の種別の合計値と専用水道の箇所数は必ずしも一致しない）
※２）平成14年度の法改正により、専用水道の箇所数が大幅に増加した。
　居住人口の有無にかかわらず、給水量が20m3／日を超える水道を専用水道と位置付け、水道法に基づく規制の対象とする。 
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

自己水と受水の併
用が増加
⇒災害時の断水
への備えやコスト
ダウンのメリットと
して、通常は地下
水を利用し、補給
水として水道を利
用する病院や企業
が増加している

専用水道の推移

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ

運営基盤3-37



レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

地下水利用専用水道への転換件数
（平成14年度以降の累積値）

業種別の地下水専用水道転換件数

出典：「地下水専用水道等に係る水道料金の考え方と料金案」平成21年5月　社団法人日本水道協会

※平成14年度・平成15年度の数値は、「地下水利用専用水道の拡大に関する報告書」（平成17年3月）による平成14年度当初をゼロとした場合の数値

※平成18年度の数値は、本報告書アンケート調査結果における、給水人口10万人以上の水道事業者（有効回答事業者数：215）の数値
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【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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岡山市 宇都宮市 北九州市

導入時期 平成17年4月 平成19年6月 平成21年4月

期間 直近1年間 直近1年間 過去10年間

水量 6,000m3以上/2月
3,000m3以上/月が

6月以上
3,000m3以上/月

通常適用単価 216円 308円 310円

水量 前年の月最大使用水量 前年の月最大使用水量
前年の月最大使用水量

（1,000m3未満は1,000m3）

単価 70円 69円 160円

根拠 限界費用（216円）の1/3
 固定費（維持管理費51.42円、
 資産維持費13.92円）、
 変動費4.8円

給水原価

通常単価との差額 △146円 △239円 △150円

水量 △5～30％（日単位） △5～30％（日単位） 減量規程のみ

単価 430円 388円 なし

根拠 限界費用（216円）の2倍

契約の延長 自動延長で制限なし
料金算定期間の平成23年

3月まで自動延長
自動延長で制限なし

基準水量を7年目に見直し

水道事業者名

適用対象

基準水量等

調整水量等

レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

出典：「地下水専用水道等に係る水道料金の考え方と料金案」平成21年5月 社団法人日本水道協会

大口使用者特割制度の導入例

＜その他の事例＞
神戸市：水道水を地下水等の補給水として利用する場合は、届出義務（20mm以下対象外）、水質の適正管理、

固定費の負担（平成23年10月施行） （参考資料：水道公論2012/1月号）

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

需要者ニーズを把握する取組み

 ①水道モニター制度

 ②配布、郵送等によるアンケート調査

 ③電話、面談によるアンケート調査

 ④イベント、討論会、浄水場見学
    会等を利用したアンケート調査

 ⑤パブリックコメントの実施

 ⑥住民代表の審議会、検討会
    等への参加

 ⑦その他

 （複数回答 回答総数N＝1,033）

需要者ニーズを把握する取組として以下の取組を行っていますか。

53

351

140

238

3

153

95

0 100 200 300 400

出典：「平成22年度水道ビジョンレビューに関する調査」

【施策の取組状況】老朽化施設の割合ゼロ
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

需要者への情報提供

出典：「平成22年度水道事業の運営状況に関する調査」

 ①水質検査計画(N=1,505)

 ②水道法第20条第1項規定の定期
    水質検査結果(N=1,505)

 ③水道事業の実施体制(N=1,505)

 ④水道施設整備・水道事業に要す
    る費用(N=1,505)

 ⑤水道料金他、需要者の負担
    (N=1,505)

 ⑥給水装置・貯水槽水道の管理等
   (N=1,408)

 ⑦水道法第20条第1項規定の臨時
   水質検査結果(N=675)

 ⑧災害、水質事故等の非常時にお
   ける水道の危機管理(N=849)

 ⑨水道施設の耐震性能・耐震化に
   関する取組(N=1,505)

 ⑩断水発生時の応急給水体制など
   の情報(N=1,505)
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レビュー（水道の運営基盤の強化）

【主要施策3】コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備･更新

まとめ 経年化浄水施設率、経年化設備率は経年的に減少傾向であるが、人口規模
によっては増加している事業体がある。
経年化管路率は、100万人以上の大規模事業体で減少傾向であるが、100
万人未満では増加傾向である。管路の更新率は年々減少し、平成21年で
0.87％（全ての管路を更新するのに115年かかる）である。

アセットマネジメントの構成要素の一つであるミクロマネジメントの水道施設の
診断と評価を検討するためのマニュアルとして、「水道施設機能診断マニュア
ル(案)」がまとめられた。

水道分野でのアセットマネジメント手法の手引きが整理され、現状の実施状
況は3割程度である。ほとんどが簡略型（タイプ2B等）か標準型（タイプ3C）の
手法であり、詳細型（タイプ4D）の事例は10件程度である。
今後、10年間で大規模更新が必要な施設は、浄水場等で約2割、機械・電気
設備で約4割あり、そのほとんどが更新を予定している。
将来の改築・更新に向け、自己資金の確保を行っているのは6割であり、残り
の4割は計画的な自己資金の確保を行っていない。

近年、自己水と水道を併用する大口使用者が増加しており、水道料金の減収
対策として、大口使用者特割制度を導入する事業体がみられる。

水質検査計画、水質検査結果、水道料金等の情報提供は９割以上の事業体
が需要者へ情報提供しており、ホームページでの公表が最も多い。

【まとめ】老朽化施設の割合ゼロ
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